
 

 

第 3回弘前市総合計画審議会分科会 

ヒアリング・審議の進め方 

 

 

１．審議会委員からの意見調書等提出件数 

   ・ひとくらし分科会：ヒアリング 1施策、意見 23施策  

・まちなりわい分科会：ヒアリング 1施策、意見 30施策  

・戦略システム：ヒアリング 0施策、意見 8施策 

 

２．分科会における「ヒアリング・審議の進め方」についての考え方 

  １）過去の審議状況から、ヒアリング＝20分/1施策、審議＝7分/1施策と設定。 

  ２） １）の時間を１の全施策に当てはめると、 

・ひとくらし分科会：ヒアリング 20分（１施策）+意見 161分（23施策）=181分 

・まちなりわい分科会：ヒアリング 20分（1施策）+意見 210分（30施策）=230分 

  ３）分科会は最長でも 120 分としたいため、現状では、意見のあった施策すべてを審議対象

とすると、時間が足りない。 

  ４）したがって、次のとおり、ヒアリング・審議を進めたい。 

     ①ヒアリングは、分科会冒頭で 1施策を実施（20分） 

     ②特に説明を要すると事務局側で判断した施策を審議（7分×10施策=70分） 

       ・「妥当でない」と判断された施策 

       ・市長公約に基づき、次期総合計画において新たな取組が求められる施策 

       ・審議委員より、特に回答を求められた施策  等 

     ③ ②以外すべての施策を対象に審議（30分）  計 120分 

       ※③の 30分については、①②で時間が余れば、その分を追加。 

  ５）審議後、施策担当課においては、 

①「意見調書による審議委員からの意見」及び「審議会での意見」 

②二次評価 

をもとに、次期総合計画への反映について検討を進める。 

 

３．その他 

  審議会からの意見はすべて施策担当課に伝え、二次評価には原則反映することとするが、  

制度や予算的な面で二次評価への反映が難しいものなどについては、各分科会において   

事務局から対応を説明する。 

   

 

〔参考〕二次評価に係る総合計画審議会スケジュール（会場：弘前市役所 市民防災館 3階 防災会議室） 

  9月 27日（木）13:00～15:00 第 3回総合計画審議会まちづくり・なりわいづくり分科会 

  9月 28日（金）18:00～20:00 第 3回総合計画審議会ひとづくり・くらしづくり分科会 

 10月12日（金）13:00～15:00 第4回総合計画審議会（戦略システム・移住施策の審議及び各分科会の報告） 

  

資料１ 



弘前市経営戦略部ひろさき未来戦略研究センター

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧

資料２

平成30年9月
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妥当である達成度評価Aは妥当であるが，北海道の震災状況を踏まえると，弘前市の水道は震度いくつまで耐えられるのかが気になった。計画はあっても間に合わなかったという話も聞くので，次期総合計画に向けて，よりいっそうの整備に取り組んで欲しい。森委員

二次評価案一覧の見方

①

①本欄に色が塗られて

いる施策が、資料１の２．

４）．②に該当する施策

となります。

④ ④

④審議会委員からの意見の中

で、すでに次期総合計画に反映

することとしている内容について

は、（ ）で表記しています。

②審議会委員の意見及び庁

内で実施した市長ヒアリング

を踏まえて、事務局側で作成

した総合的な二次評価（案）

となります。

②

③③

③審議会委員

からの意見を

反映した部分

に下線を引い

ています。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【ひとづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅰ　子育て

１　弘前っ子の誕
生

１）婚活の応援 ひと6 B

・国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、
本市の人口は2040年には約13万人にまで減少する
ことが試算されており、それに伴い生産年齢人口の
減少、少子高齢化がさらに進行するものと考えられ
ます。
・所得状況や雇用形態などが結婚相手の選定に影
響を与えている一因であると分析されましたが、結
婚を望むより多くの方に出愛サポートセンターに登
録してもらい多様な出会いの場を増やすなど、活発
な交流を促す取組を実施し、婚姻率を上げることが
重要であると考えます。
・そのためにも、平成29年度から開始した広域的な
連携を加速化させるとともに、次期計画においても
少子化の進行を可能な限り抑制するため施策を継
続して実施していきます。
・また、若い世代がライフプランやワークライフバラン
スを考えることは、子どもを持つことも含め自分の生
き方を実現するための大切な機会でありますが、若
い世代や子育て世代の情報収集の手段が社会環
境とともに変化してきていることも踏まえ、スマート
フォン向けアプリなど、より身近で利用しやすい情報
提供体制を整え、積極的な情報発信を行います。

妥当である

達成度の評価は妥当、ただし、婚姻が進まない背景および
原因として、とりわけ若い女性の低所得状況、働き方のあり
方が大きい、むしろこちらの状況の改善に注力することが不
可欠である、問題が大きくなってしまうが、そうしたとらえ方
をしないとなかなか進まない。

村松委員
一次評価のとおりとするが、指標の達成により有効な取組と
なるよう、次期総合計画策定に向けて、婚姻を取り巻く状況
や課題について多方面から検討を進めること。

２）多様な母子保
健サービスの提
供

ひと10 A

現在も、必要な支援を妊娠・出産・育児期を通し提
供しておりますが、今後はさらに、子どもたちの健や
かな成長と安心して子育てできる環境づくりを推進
するため、気軽にいつでも相談でき、きめ細やかな
対応ができる支援の拠点としての弘前市版子育て
世代包括支援センターの設置や、発達の特性に応
じた療育・相談支援体制の充実を図ります。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２　子育てに係る
負担の軽減

１）保育サービ
ス・幼児教育の
充実

ひと14 A

・保護者の就労と子育ての両立のため、現状の取組
みを継続し、保護者が必要とする教育・保育サービ
スの把握や放課後の居場所づくりを積極的・計画的
に行いながら、効果的で持続可能な支援を構築・運
用し、満足度の向上を図っていきます。
・病児病後児保育は、感染性疾患の流行期の待機
解消のため、既存施設の整備での定員増により、供
給量の確保を図ります。
・保育の質の向上と保育士不足の解消を図るため、
平成30年度から、新たに保育士等のキャリアアップ
に係る研修事業への補助を実施します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）経済的支援の
充実

ひと19 A

子育て世帯にとっては、保育料や医療費の経済的
な負担が大きいと感じていることから、次期計画に
おいても現状の負担軽減施策を継続します。また、
施策の周知を図りながら、満足度の向上につながる
よう、効果的で持続可能な支援を構築・運用してい
きます。

妥当でない

多子家族上下水道料金支援事業について、昨年までの、
事業の中で子供に対する医療費や保育料の軽減等進めら
れわずかではあるが、子どもを持つ家庭にとっては負担軽
減になったと思います。この事業も多子家庭の負担軽減を
目的としているようですが、子どもがいる家庭はどこも光熱
費は掛ると思うので、今後の施策を進めるあたっては制限
等の議論もありますが子どもを持つ家庭すべてが対象とな
るような施策に取り組む必要があると思います。

三上委員
子育て世帯全体の経済的支援について公平性が担保され
るよう、次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【ひとづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

おおむね妥当、ただし、男女を問わず、子育て世代の働き
方の改善を、経済界に強く要請して欲しい、子育て応援企
業認定件数が、目標が低すぎる。

村松委員

一次評価のとおりとするが、ワーク・ライフ・バランスの推進
については、国や県でも取り組んでいるが、市としても地域
全体での動きとなるよう関係機関と連携し、より有効な取組
となるよう検討すること。

２）様々な環境に
ある子どもや子
育て家庭への支
援の充実

ひと26 A
様々な環境にある子どもや、子育て家庭の多様な
ニーズに対応できるよう、相談員のスキルアップを
図りながら、寄り添った支援をしていきます。

１）子育て・子育
ちへの多様な応
援

ひと23 A

・各子育て家庭の状況に応じて、多様なニーズを
サービスにつなげるとともに、サービスを必要とする
子育て家庭に着実に届くように、施策の周知を図っ
ていきます。
・若い世代に広く子育て施策を知ってもらうため、利
用しやすい情報提供体制を整え、積極的に子育て
支援情報を発信します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

Ⅱ　子どもの学
び

１　社会を生き抜
き、未来をつくる
弘前っ子の育成

１）豊かな心を育
成する教育活動
の充実

ひと29 A

・近年の不登校の原因の多くは集団への不適応で
あり、多様な個性や特性、家庭事情等を認め合い共
生できる学校づくりをしていくことが、不登校の未然
防止や自立支援においても重要であるという理由か
ら、「フレンドシップ事業」を「共生社会に向けた教育
基盤の確立」に移動し、学校、家庭と連携した支援
の継続していきます。
・「子どもの笑顔を広げる弘前市民条例」に基づく取
組を推進し、市民全員で子どもたちを見守り、いじめ
や虐待を根絶していこうとする機運を高めていくこと
に重点を置くため、施策の名称を「子どもの笑顔を
広げる市民運動の推進」とし、「ひろさき教育創生市
民会議」を追加します。

Ⅰ　子育て
３　笑顔あふれる
子育て環境づくり

妥当である

３）よくわかる授
業づくりの推進

ひと36 B

ＩＣＴ活用に関するモデル校での実践や効果検証、
様々な自治体の取り組みからもＩＣＴ環境整備の必
要性と効果は認められているため、国の「平成３０年
度以降の学校におけるICT環境の整備方針」を踏ま
えながら、ICT環境整備の安定的かつ計画的な整備
に継続して取り組んでいきます。現在「3クラスに1ク
ラス」程度となっている実物投影機と電子黒板機能
付きプロジェクターの全ての学級への整備を進めま
す。併せて、教員や児童生徒のＩＣＴ活用能力の向
上に繋がる取組も進めていきます。

―

妥当である

「合宿による不登校・問題行動等改善プログラム事業」の名
称について、教育、福祉の現場においては、問題行動という
言葉を使わないのが一般的となっている。本人に問題があ
るのではなく、適切な支援や指導が受けられないことが問
題を作っているという考え方なので、これに代わる言葉を使
用するのが個人の尊重につながると思う。達成度の評価に
ついては、異議なし。

名越委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

（「合宿による不登校・問題行動等改善プログラム事業」の
事業名称をはじめとする「問題行動」という文言の使用につ
いては、他の文言で代替できないか検討すること。）

２）健やかな体を
育成する教育活
動の充実

ひと32 B

さまざまな生活習慣は、長い期間をかけて形成され
ます。子どもの頃から健康に関する正しい知識を身
に付け、身に付けた知識を実践できるようになるよう
に、当該施策や「スポーツ・レクリエーション活動の
推進」「生活習慣の見直し支援」の施策により、家
庭・学校・地域が一体となった健康教育や運動に関
する施策を展開していきます。

妥当である

評価は妥当。ただし、スポーツテストに関しては、運動部活
の活発さと大いに関係があると思う。少年少女スポーツの
活発化の課題をしっかりいちづけるべきである。スポーツレ
ク活動の推進に関しては、生徒のスポーツは扱っていない
と思われるが、どこかで、少年少女スポーツの活性化、とく
に学校での部活の抱える困難を解決する方策を扱うべきで
ある。

村松委員
一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
児童生徒のスポーツ環境の向上についての取組を本施策
に位置づけること。

学習意欲をはかる指標として、「勉強が好きだ」という解答
でよいのか、調査項目について再考の余地がある、授業が
楽しいかどうか、授業がわかりやすいかどうかを質問してみ
たらどうか
学習意欲を引き出すために、小学5年と中学2年とで、なぜ
これほど「勉強が好きだ」と解答する比率が違うのか、この
分析が必要なのではないか。

村松委員
一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
施策の達成度を測るより適切な指標を検討すること。

４）学力の向上に
向けた取組の推
進

ひと39 B

・アンダーアチーバーに着目し、学びを支える授業
づくりと集団づくりに取り組んできた成果が認められ
ることから、アンダーアチーバーが把握できる「知能
検査」と「標準学力検査」の相関による分析は継続し
ていきます。
・小4の時期から学習内容が抽象的になり、学習が
急に進みにくくなる現象は、「小4の壁」といわれま
す。検査対象を拡充し、小4から実施することで、早
期から個々の分析結果を得て、学習状況の改善を
図ります。

妥当である
評価は妥当。ただし、学年が上がるについて学力が低下す
る原因を分析して欲しい。

村松委員
一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
施策の達成度を測るより適切な指標を検討すること。

4 ページ



達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【ひとづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅱ　子どもの学
び

１　社会を生き抜
き、未来をつくる
弘前っ子の育成

５）時代に対応す
る教育の推進

ひと42 A

学習指導要領が全面実施されると、小学校では年
間授業時間数が現在の70時間（5・6年生）から210
時間（3～6年生）と大幅に増え、中学校では、互い
の考えや気持ちなどを英語で伝え合う、対話的な言
語活動が今まで以上に重視されます。ＡＬＴの増員
を含めた英語教育推進事業の充実に努めます。

―

当該施策に紐づいた計画事業・関連事業は、施策「学習意
欲を引き出す学びの環境の確保」に紐づく関連事業（p.ひと
65）及び施策「生涯学習推進体制の充実」に紐づく関連事
業（p.ひと71）と関連のある事業として進めてもらいたい。

青山委員

７）豊かな情操と
夢を育む事業の
展開

ひと48 B

急速な社会変化に対応できる子ども達の育成のた
め、その基礎となる力を身に付けられるよう、参加者
ニーズを的確に捉えるほか、地域という視点を持つ
ためにも、郷土を理解し、郷土愛を育むことで地域を
意識できるよう、引き続き工夫しながら多彩な体験
活動の機会を提供します。

妥当でない

達成度の評価はBとしているが、その成果に記された計画
事業はすべてAである。関連事業がすべてBであることから
それを含めた評価となっているということか？もしくは、計画
事業の方が、例えば③ブックスタート事業は、年度順に引き
換え率が低下しており、Aとすることが妥当かとか、課題とし
て挙げられている保護者層の理解への深まりや各事業の
年度を超えた改善による事業への視点について検討し、達
成度を検討することが必要なのではないか。
次期総合計画では、卍学の実施に移るだろうが、学校教育
との施策とも関連して検討してほしい。

生島委員

２　学びと育ちの
環境の充実

２）共生社会に向
けた教育基盤の
確立

ひと54 B

弘前で命を授かった子どもたち一人一人が、等しく
心身共に健康な生活を送り、また、それぞれの個性
や特性等に応じた適切な保育・教育（あるいは療
育）を受け、夢をもって就労していけるよう切れ目内
ない体制づくり・強化が不可欠です。そのため、通常
の学級や特別支援学級、通級指導教室が、多様で
連続性のある学びの場となり、学校がだれにとって
も安心していられる場になるよう、校内支援体制づく
りの推進や学びの協力員の配置、特別支援教育支
援員の増員を図っていきます。新規事業として「子ど
もの声・意識調査」に基づく魅力ある学校づくり事
業、フレンドシップ（不登校対策・適応指導教室運
営）事業、幼児ことばの教室、ひろさき子どもの発達
支援事業を追加します。

妥当である

指標が「特別支援教育支援員の配置人数」となっているが、
配置が増えたところで、児童生徒に適切な教育が確保され
たとは言い難い。そこで、通級を希望した児童生徒の中で、
きちんと通級指導が受けられた人数を指標とすることを提
案したい。子供たちやその家族が希望した学校で教育が受
けられることを願う。（一様に特別支援学校への進学をすす
められないこと）特別支援学校に在籍すると、どうしても地
域とのつながりが薄れるのが気になる。

１）学校・家庭・地
域が共に支える
環境づくり

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
学校教育と社会教育を連携させた学びの場づくりについて
より有効な取組となるよう、検討を進めること。

６）生きる力を育
む地域活動の支
援

ひと45 B

地域が直面する課題を解決するためには、地域の
担い手である子どもや若者が活動に参画することが
重要であり、その解決方法を多世代の住民とともに
学び、実践することが重要です。またその過程が、
地域の歴史や文化に理解を深め、地域への誇りや
愛着心の醸成につながります。「子ども会リーダー
養成事業」をはじめとする青少年を対象とする育成
事業は、異なる学校、年齢の子どもたちとの関わり
の中から仲間づくりの大切さを学ぶ将来の弘前市の
地域づくりや人づくりに寄与しており、今後も取り組
みを継続し、子どもたちの学習や体験活動を支え、
地域コミュニティの活性化のため地域における青少
年の育成活動の活性化を図っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

ひと51 B

平成２８年度、平成２９年度の調査研究期間を経
て、平成３０年４月に全市立小・中学校で小中一貫
教育を導入、また、市立小・中学校２８校でコミュニ
ティ・スクールを導入しており、学校と地域が連携・
協働する仕組みができたことから、引き続き、学校と
地域、さらには家庭や関係機関とも連携も深め、子
どもの学びの環境づくりに努めていきます。

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
各事業の改善を図るほか、学校教育と社会教育を連携させ
た学びの場づくりについてより有効な取組となるよう、検討
を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

名越委員
一次評価のとおりとするが、本施策を推進するうえで、より
適切な指標となるよう、次期総合計画策定において変更を
検討を図ること。
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評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

「教員としての素養」としての「人間力」、「教科等に
関する指導」、「生徒指導」及び「多様性への理解と
教育支援」で構成される「指導力」、「学級・学年経営
及び学校運営」、「同僚との連携・協働」及び「地域
社会との連携・協働」で構成される「マネジメント力」
に係る研修を体系的かつ効果的に実施する必要が
あります。教員等の資質向上に資する研修を計画
的に実施するとともに、青森県教育委員会、大学、
関係機関との連携を図りながら社会の変化や教育
課題等に応じた研修内容及び方法の改善・充実に
努めます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３）指導力を高
め、自己目標を
実現する教員の
育成

ひと57 A

本施策Ⅱ－２－３「指導力を高め、自己目標を実現
する教員の育成」とⅡ－２－４「教育課題の解決を
目指す研究活動の推進」については、次期総合計
画において、Ⅱ－１－３「学力の向上と時代に対応
する教育の推進」に整理・統合します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

５）学習意欲を引
き出す学びの環
境の確保

ひと63 A

・学校現場では特別支援教育支援員の必要性が高
まっていることから、小学校少人数学級拡充事業の
見直しにより特別支援教育支援員の増員を目指し
ます。
・学校図書館は児童生徒にとって「読書センター」、
「学習センター」、「情報センター」の機能を有してお
り、児童生徒が自主的に学べる場とするため、学校
図書館の整備を進めます。

―

当該施策に紐づいた関連事業は、施策「時代に対応する教
育の推進」紐づく計画事業・関連事業及び施策「生涯学習
推進体制の充実」に紐づく関連事業と関連のある事業とし
て進めてもらいたい。

青山委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
学校教育と社会教育を連携させた学びの場づくりについて
より有効な取組となるよう、検討を進めること。

４）教育課題の解
決を目指す研究
活動の推進

ひと60 B

Ⅲ　多様な学び
１　学び合い支え
合う生涯学習活
動の推進

１）生涯学習推進
体制の充実

ひと69 A

社会教育関係職員らは、大学などとも連携した、より
高度な研修や県等の広域的な参加者があり、情報
交換も可能な研修に参加しています。今後も、より
参加しやすい環境を整え、積極的・能動的な参加を
促進します。また、社会教育関係団体への支援につ
いては、少子高齢化に比例し、これ以上衰退する事
態を招かないよう対策として継続します。

妥当である

―

６）就学等の支援 ひと66 B

・就学援助など保護者の経済的負担軽減に係る事
業は、教育の機会均等のため継続して実施します。
・多子家族の経済的負担の軽減のため、他の多子
家族への支援事業との整合性を図りながら、学校給
食費に係る支援事業を実施していきます。
・学用品再利用推進事業は市の事業として廃止の
方向とし、当該事業の主体が民間レベルになるよう
移行し、市はその活動を支援する役割となるよう取
り組んでいきます。

「Ⅲ　多様な学び」の全般について、関連する施策が多いの
で、総合的な評価で述べますが、概ね評価されている評価
で妥当と思いますが、幼児、小学生を対象の事業が多く目
につくような印象なので、中学生にも目を向けた施策に取り
組んでほしい。特に、スポーツや文化・芸術の分野での取り
組みに期待したい。

当該施策に紐づいた関連事業は、施策「時代に対応する教
育の推進」に紐づく計画事業・関連事業及び施策策「学習
意欲を引き出す学びの環境の確保」に紐づく関連事業と関
連のある事業として進めてもらいたい。

三上委員

青山委員

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
より多様な世代を対象とした取組を進めるほか、学校教育
と社会教育を連携させた学びの場づくりについてより有効な
取組となるよう、検討を進めること。

Ⅱ　子どもの学
び

２　学びと育ちの
環境の充実
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Ⅲ　多様な学び

１　学び合い支え
合う生涯学習活
動の推進

２）社会教育施設
等の整備と効果
的な運営

ひと72 B

生涯学習の推進のためには、拠点となる社会教育
施設は必要不可欠です。今後、人口減少、少子高
齢化の進展、厳しさを増す財政状況、歴史、文化・
施設の継承など公共施設を取り巻く環境を考慮し、
20年後の将来を見据えた公共施設等総合管理計画
（施設評価）に基づき、「施設総量の適正化・適正配
置」「施設の複合化や多目的化」「施設の長寿命化」
「維持管理費の減」を実現化するための具体的な取
り組みをしていきます。また、古文書等古典籍への
ニーズは、生涯学習社会の進展に伴って高度化す
る学習内容と連動して高くなることが予想されるた
め、原本の滅失がなく、大型絵図でも一覧が可能な
デジタル化事業を継続していきます。さらに、充実し
た展覧会の開催のほか、「ひろさき卍学」への連携
や、出前講座・歴史講座などの普及啓発活動や収
集資料の貸出し等、多様な形での博物館の活用が
求められている現状にそった施策展開を進めていき
ます。

妥当である

―

達成度の評価は妥当であると思うが、新しく設置された「高
岡の森歴史館」へは公共交通機関のアクセスがほとんどな
く、車がなければほとんど利用できない。これに限らず、生
涯学習活動の推進という中で社会教育施設の整備・運営を
考えるのであれば、そうした施設へのアクセスについても検
討するよう、他部局と連携して取り組んでほしい。

図書館に指定管理者制度を導入したことの総括が必要で
ある。この書き方ではべたほめになる。導入した他市では、
○○の問題点が出ているために、この点に留意して、○○
したい、などの書き方。

生島委員

村松委員

４）市民の自主的
な学習活動の支
援と協働によるコ
ミュニティづくり

ひと80 B

少子高齢化が一層進むなかで、公民館において
は、地域課題の解決に向けた学習の推進により、地
域コミュニティの維持、活性化への貢献に向けた取
り組みを展開していくことが求められており、今後
も、課題解決に向けた学びの場として、地域の課題
を明らかにし、継続して市民の意欲を満たす学習機
会を提供するとともに、地域コミュニティの活性化に
より地域に新たな価値をもたらすような仕掛け作りを
すすめます。

妥当である

この項目に入る計画事業の視点が狭すぎる。次期総合計
画に向けて、町内会活動などにおける学びを通じた自治の
創出や、1パーセントシステムの申請・活用などを通じた力
量形成、まちづくりの担い手形成などといった他部局で実施
しているようなことも学習の視点として実施することで、コ
ミュニティづくりが実現されると考える。

生島委員

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
社会教育施設等の利活用が図られるよう、施設へのアクセ
スについて関係部局と連携して検討を進めること。

（図書館の指定管理者制度導入に関する課題については、
評価シートの公表までに修正。）

３）生涯学習社会
を目指す多様な
学習機会の創出
と提供

ひと76 B

現在、大学においては、教育や研究と並ぶ第三の
使命として社会貢献が広く認知され、また企業では
様々なCSR活動が展開されています。公民館では、
社会教育関係機関やNPOをはじめ、大学、企業等と
連携し、今後も多様な学習機会と充実した学習情報
の提供を図るとともに、学習者がその成果を地域に
還元することにより更なる学習につなげる仕組みづ
くりを進めます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
本施策に位置づける事業について再検討すること。

２　郷土弘前を愛
し、自然や歴史・
文化財を守る心
の醸成

１） 文化財情報
の公開・発信の
充実

ひと84 A

文化財については、地域の「たから」として、また、教
育資源としての活用による、地域文化・歴史への理
解・誇り・愛着を持った人材育成や地域活性化への
活用とともに、2020年の東京オリンピック開催を見据
えて、観光資源として地方創生の礎とする国の政策
が進められています。同時に、人口減少・少子高齢
化社会を迎える中で、文化財を将来へと継承するた
めにも、文化財を有用な資源として活用し、人材育
成や地域活性化を進めることは急務となっていま
す。本施策は、市の観光振興や郷土の人材育成に
直接かかわるものであり、次期総合計画でも欠かす
ことのできない取り組みであることから、課題を踏ま
えつつ継続して取り組みます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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Ⅲ　多様な学び

２　郷土弘前を愛
し、自然や歴史・
文化財を守る心
の醸成

２）文化財を活用
した学習等の充
実

ひと86 A

文化財については、地域の「たから」として、また、教
育資源としての活用による、地域文化・歴史への理
解・誇り・愛着を持った人材育成や地域活性化への
活用とともに、2020年の東京オリンピック開催を見据
えて、観光資源として地方創生の礎とする国の政策
が進められています。同時に、人口減少・少子高齢
化社会を迎える中で、世界遺産を含む文化財を将
来へと継承するためにも、文化財を有用な資源とし
て活用し、人材育成や地域活性化を進めることは急
務となっています。そのためにも、より効果的なイベ
ント開発や補助金の効率的活用などの検討を進め
つつ、今後も施策を継続して、文化財の積極的な公
開・活用を進めていきます。

妥当である

次期総合計画に向けて、「弘前の近代史」についてもアプ
ローチする視点を持ってほしい。博物館などはほとんどすべ
て津軽藩についてのもの（いわゆる政治史）であり、近代建
築は多く残されているもののそれらについての学びの機会
は乏しい。とはいえ、軍隊、キリスト教（宣教師）、学校など
が弘前の近代にもたらした影響は大きく、それらは、現在の
市民の「自分たちの歴史」につながっていることを学んだり、
記録化する必要がある。

生島委員

３　文化・スポー
ツ活動の振興

１）文化・芸術活
動の推進

ひと91 B

・今後は既存団体の活動停滞や休止が危惧される
ことから、市の文化振興を担う各団体の存続のた
め、団体間の交流を促進させ、情報の共有・交換や
協力体制づくり、市民への情報発信を促進します。
・文化芸術に親しみやすい環境として文化施設が安
全安心で利用しやすいものとなるよう、適切な維持
管理を実施するとともに、貸館の時間区分など利用
方法の見直しを検討します。
・引き続き一流芸術等の文化イベントを市の主催や
共催事業として実施することで、より多くの子どもた
ちや市民の文化芸術に対する意識向上につなげ、
市の文化振興を図ります。
・これらの取り組みの方向性について、大きな指針と
なる（仮称）文化芸術振興計画の策定を目指しま
す。

一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
それぞれの時代の歴史や文化を総合的に学ぶ機会の創出
について有効な取組となるよう、留意して取り組むこと。

３）地域に根ざし
た文化遺産の保
全と伝承

ひと88 B

弘前の歴史が育んだ文化遺産を後世に継承するた
め、今後も、後継者育成事業や、後継者育成に必要
な用具確保に対しての補助事業を実施していく必要
があります。津軽塗については、なりわいづくりⅢ商
工業振興２商活動の活性化２）地元生産品の販売
力強化においても言及されているように、地元生産
品の振興を下支えするものであり、後継者育成につ
いては施策を超えた課題であることから、市として総
合的に取り組んでいきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）スポーツ・レク
リエーション活動
の推進

ひと94 B

・当市における今後のスポーツ振興の方針等を定め
るスポーツ推進計画に基づき、市民が健康で暮らし
を楽しむ環境づくりに取り組んでいきます。
・市民が気軽にスポーツを楽しむことができる環境を
整備し、スポーツに対する意識向上につなげていき
ます。
・子どもたちが、それぞれの地域の中で、気軽にス
ポーツを楽しむことができる環境を整えます。
・障がい者が気軽にスポーツを親しむ環境を整備す
るとともに、障がい者スポーツの理解と普及を図りま
す。

妥当である

評価は妥当。ただし、スポーツテストに関しては、運動部活
の活発さと大いに関係があると思う。少年少女スポーツの
活発化の課題をしっかりいちづけるべきである。スポーツレ
ク活動の推進に関しては、生徒のスポーツは扱っていない
と思われるが、どこかで、少年少女スポーツの活性化、とく
に学校での部活の抱える困難を解決する方策を扱うべきで
ある。

村松委員
一次評価のとおりとするが、次期総合計画策定に向けて、
児童生徒のスポーツ環境の向上についての取組を本施策
に位置づけること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【ひとづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

・一次評価と計画事業・関連事業の評価について、個々に
B、Dとなっている項目があるのに自己評価がAとなっている
点について。評価の妥当性。
・各種市民意見や経営アンケートと一次評価結果のズレか
ら、市民が望んでいるものを取り込んで、次の計画に生かし
ていくことが大事なのでは。その見極めをしっかりしていく必
要がある。

青山委員その他

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

4) 東京オリンピッ
ク・パラリンピック
に向けた活動の
推進

ひと102 A

合宿事業を通じて市民、特に児童生徒の交流を行
いながら、2020年東京オリンピック・パラリンピックへ
の機運醸成を図る取り組みを継続していきます。さ
らに、パラリンピアンとの交流や障がい者スポーツ
の体験を通じて理解を促進し、障がいのある人もな
い人もお互い
にスポーツを楽しめる共生社会の実現を図る取り組
みを継続していきます。

Ⅲ　多様な学び
３　文化・スポー
ツ活動の振興

3）文化・スポーツ
関連施設の整
備・活用

ひと98 B

文化・体育施設の利用者数については増加傾向に
あることから、引き続き、一流芸術やトップアスリート
に触れる機会の創出、各種イベントを実施すること
で、子どもたちや市民に対する文化・スポーツに対
する意識向上と施設の利用者数向上を図るととも
に、利用者の安全を確保するためファシリティマネジ
メントの基本方針に基づいて計画的な維持管理を実
施していきます。そのためにも、次期計画においても
市の文化・スポーツ関連施設の整備・活用に係る施
策を継続して実施していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【くらしづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅰ　健康

１　生活習慣病
発症及び重症化
の予防

１）がん対策の強
化及び生活習慣
の見直し支援

くらし
5 C

　「２０２５年問題」として表される介護・医療費等の
社会保障費の急増が懸念される中、社会を支える
役割を担う「働き盛り世代」の早期死亡等により当市
の社会基盤が脆弱化することが懸念されます。
　これを回避するためにも、若い世代から良い生活
習慣を身に付けるとともに、健診受診等を通じ自身
の健康状態を把握することにより、がんをはじめとす
る生活習慣病の発症・重症化予防につなげることが
必要です。
　このことから、まずは健診について、健診実施日
時・場所の拡充、実施方法の見直しのほか、将来的
には健診実施施設等の整備等も検討しながら、健
診を受診しやすい環境の整備を図っていきます。
　さらには、個別アプローチによる保健活動等に係る
人員の増強を図り、これまでの健康に関する情報提
供や受診勧奨等の取り組みをさらに充実強化しなが
ら、次期計画においても、喫煙対策をはじめ、生活
習慣病発症・重症化予防に向けた施策を継続して
実施することとします。

妥当である

当該施策にぶら下がる関連事業「健康教育（p.くらし10）」
は、学びの部分にも関わってくるのでは。施策「がん対策の
強化及び生活習慣の見直し支援（p.くらし5）」「社会環境の
整備（p.くらし11）」両方の関連・連携で、これからの弘前市
民の健康増進に取り組む必要がある。ブック・冊子の作成
より無料検診へ。

青山委員
一次評価のとおりとするが、産学官民が連携協力して、健
康づくり活動が推進されるよう、次期総合計画策定に向け
て、検討を進めること。

２　こころとから
だの健康づくり

１）　ヘルスリテラ
シー（健康教養）
の醸成

くらし
8 B

・こころの健康づくり事業では、今年度策定予定の弘
前市自殺対策計画をふまえた取り組みを実施してい
きます。
・20・30代の若い世代が、健康的な食事や規則正し
い生活などの良い生活習慣を身につけ、健康意識
が向上するような取り組みを進めていきます。
・健幸増進リーダー活動支援や岩木健康増進プロ
ジェクト、相馬地区まるごと健康塾は引き続き継続
し、今後も産学官民が連携協力しながら地域一体と
なって健康づくりを進めていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）社会環境の整
備

くらし
11 B

・「ヘルスリテラシー」と施策内容が似ているため、
「社会環境」の整備の観点で、整理統合します。
・「健康」をテーマとして様々な団体と連携し、産学民
官全体で、効果的に「社会環境」を整備し、市民の健
康増進を図っていきます。
・現在、国や県、全国健康保険協会において同様の
制度があり、市を含め、それぞれが独自の基準で認
定していることから、企業の取り組みが容易に各制
度で評価されるよう、制度の見直しや各制度との連
携協力について検討していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　地域医療提
供基盤の充実・
安定化

１）救急医療提供
体制の維持

くらし
14 A

救急医療提供体制の維持は、当市を含む圏域住民
のいのちを守るために重要な施策であることから、
特に逼迫している二次救急医療提供体制の再構築
等のため、一日でも早く中核病院が整備されるよう、
関係機関との協議を進めます。

妥当である

「コンビニ受診」について。市民のモラルもあるのかもしれな
いが、これといった症状がないのに、不安や孤独を訴えて
結果的に受診につながっているものも相当数あるのではな
いか。生活の視点に立つソーシャルワーカーの専門性をぜ
ひ救急医療の現場で発揮してほしい。

名越委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）市立病院の健
全な運営

くらし
17 D

国立病院機構弘前病院との統合の協議状況を踏ま
え、現在の医療スタッフや医療資源を基にした効率
的な病院運営の再構築に取り組んでいきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【くらしづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

―

福祉関係については、付属機関の意見が1件もない。現場
で担当している福祉関係従業員の意見を反映させる恒常的
な場が欲しい（彼らが利用者の意向も熟知しているはずな
ので）。

村松委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、現場
の意見も踏まえながら、次期総合計画策定に向けて、検討
を進めること。

２）自立支援介護
の推進

くらし
22 A

団塊の世代が75歳以上となる2025年問題が差し迫
る中、要介護や認知症の高齢者が増加していくこと
が見込まれます。高齢者が要介護状態にならないよ
うに、またはそれを遅らせるために介護予防を推進
していくとともに、元気な高齢者が地域の中で生きが
いや役割を持って生活できるような社会を構築する
ための施策を展開していきます。

妥当である

１） 介護予防の
推進

くらし
19 B

介護を必要とする高齢者の増加と、担い手不足の課
題が顕著になる2025年問題を背景に、介護予防に
資する活動の重要性は年々増加しており、地域にお
ける様々なニーズや解決すべき課題に対応するた
め、現状の介護予防事業の充実の他、「高齢者健康
トレーニング教室」と「高齢者ふれあいの居場所」の
拡充、その他地域の課題に応じた多様なサービス
の創出、サービスを提供する担い手となるボランティ
アの育成に取り組み、元気な高齢者が介護を必要と
する状態とならないように、また、介護が必要な高齢
者もできるだけ心身の機能を維持・改善しながら、生
きがいや役割を持って生活できる地域の実現を目指
します。

昨年度の審議会でも意見として述べさせていただきました
が、指標を「取り組む事業者数」ではなく、要介護度が改善
した高齢者の数や割合で見た方が具体性がある。すでに、
事業者へ奨励金が支払われているようなので、当然データ
は蓄積されていると思うのだが。

名越委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

（経営計画で「自立支援介護に取り組む事業者数」としてい
た指標は、委員指摘の通り適当ではないため、次期総合計
画においては「要介護認定を受けていない高齢者の割合」と
しております。）

３）介護サービス
の適正給付の推
進

くらし
24 B

・当市の平均要介護度は、国・県より低い状況では
ありますが、要介護認定率が高いこと、他市に比べ
介護サービス事業所が多く、介護サービスの提供を
受けやすい環境にあること等も要因となり、サービス
提供にあたっては利用者本人の自立に資するサー
ビスより、利用者本人の希望するサービス提供を重
視する傾向が見受けられます。このことから、高齢
者の自立支援を重視したケアマネジャー研修会・ケ
アプラン点検事業を実施し、基礎知識・技能などの
スキルアップに取り組むことで介護サービスの適正
給付を図っていきます。
・団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据え、施
設入所している利用者の不安・疑問等を事業者との
トラブルになる前に介護相談員が事業者へ橋渡しを
することで、適切な介護サービスの提供を図ってい
きます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

４）高齢者の社会
参加・生きがい
づくりの促進

くらし
27 B

豊かな老後を過ごすため、これまで老人クラブや社
会福祉協議会が実施してきた社会奉仕・教養講座・
スポーツ大会等の健康増進活動は、高齢者の生き
がいや健康づくりに繋がっていることから、これらの
活動に対する支援を継続していきます。
今後は、社会問題化しているクラブ会員数やクラブ
数の減少に歯止めをかけるため、これまでの活動内
容を精査しながら、クラブのイメージアップや若返り
を目指し、新規加入者を多く取り込むための様々な
施策の展開を図っていきます。

妥当でない

この数値であれば、C評価ではないのか、また、「生き甲斐」
をもっているかと大上段から質問されても答えにくい、むしろ
楽しく生活しているかどうかをきいた方が答えやすいのでは
ないか。

村松委員

指標の実績を見ると、目標値を下回っていることから、より
有効な取組となるよう、次期総合計画策定に向けて、検討を
進めること。また、指標についてはより的確な指標となるよ
う、検討すること。

Ⅱ　福祉
１　高齢者福祉
の充実

５）地域ケアの推
進

くらし
30 A

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を安心し
て続けられるように、地域包括ケアの中核的な役割
を担う地域包括支援センターの体制の強化や在宅
医療と介護の連携の推進、認知症の人やその家族
への支援の充実など、地域包括ケアシステムの構
築・充実に向け関係機関との連携を推進していきま
す。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【くらしづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

２） 障がい者の
就労支援

くらし
36 A

　就労移行支援事業及び就労継続支援事業を継続
するほか、障がい者就労支援事業については、市
役所本庁舎内に開設した障がい者就労支援アンテ
ナショップ「hug work」の周知及び新規商品開発など
を行い、障がい者の就労支援の輪を更に広げ、安
定的運営を図ります。
　また、就労移行支援等を利用し一般就労に移行す
る障がい者が増加している中で、今後在職障がい者
の就労に伴う生活上の支援ニーズが多様化かつ増
大するものと考えられるため、就労に伴う生活面の
課題に対応できるよう、事業所や家族との連絡調整
等の支援を一定の期間にわたり実施する必要があ
ることから、平成30年4月より新設された「就労定着
支援事業」を新規事業として追加し、一般企業への
職場定着率の向上を図ります。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１）障がい者の日
常生活支援

くらし
33 A

近年、乳幼児健診や発達健診の充実により、発達に
支援が必要と判断される子どもが増えています。こ
のような子どもへの支援の遅れが、障がいの重度化
や虐待、育児放棄などの事態を引き起こす要因とも
なりかねないことから、保護者も含めた子どもへの
適切な療育支援を行うために、健診後の受け皿の
充実など、早期発見後の支援が重要となっていま
す。障がい児等や家族が地域で安心して暮らすこと
ができるよう、発達が気になる段階から支援し、発達
障がい児等の福祉の向上を図ります。

３　生活保護世
帯の自立支援の
充実

１） 生活保護制
度の適切な運用

くらし
41 B

生活保護業務は国からの法定受託事務であり、市
単独の裁量権は無いことから、事業として生活保護
制度の適切な運用を継続していきますが、次期総合
計画には掲載しないこととします。

妥当である

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

Ⅱ　福祉

２　障がい者福
祉の充実

３）障がい者の地
域生活移行支援

くらし
38 A

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、
地域が抱える課題に向き合い、地域で障がい児者
やその家族が安心して生活するため、市で設置（委
託）している「弘前市障害者生活支援センター」を核
とし、市委託相談支援事業所と連携を強化すること
で「弘前型基幹相談支援体制」を構築します。

妥当でない

昨年度の審議会でも意見として述べさせていただいたが、
地域移行支援は入所施設で暮らす方々だけのものではな
い。地域で親と同居している障がい者の方が多いのではな
いだろうか。その親も高齢となり、面倒をみることが難しく
なっている。「8050問題」もあり、決して十分に達成されてい
るとは言い難い。地域移行は住まい、日中活動（就労）、余
暇と様々な要素があるので、総合的かつ具体的な目標を示
して取り組んでほしい。

名越委員

生活保護業務は国からの法定受託事務であることはそのと
おりであるが、かといって、総合計画に掲載しないというの
は少々乱暴な気がする。保護者には市の財政も投入されて
おり、福祉を語るうえで、セーフティネットである生活保護を
外してしまうと、弘前市の福祉政策に対する姿勢が薄れて
しまう。評価する代えのものは検討されているのか。本制度
が国からの法定受託事務であることはそのとおりであるが、
生活保護制度は貧困や介護、障害、シングルマザーやファ
ザー支援など関係するものが多い。次期総合計画に掲載し
ないこととなったいきさつと、掲載しない場合、生活福祉課
は何を目指すのか、掲載しない代わりに何をもって評価し、
公表していくつもりなのか、意見を伺いたい。

名越委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）生活保護世帯
の自立・就労支
援

くらし
44 B

当該事業は次期総合計画に掲載しませんが、生活
保護受給者の経済的・社会的な自立の支援のた
め、事業は継続実施します。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【くらしづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

一次評価のとおりとするが、近年の災害発生リスクの高まり
や社会情勢を考慮し、外国人観光客への対応等幅広く想定
し、より有効な取組となるよう、次期総合計画策定に向け
て、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

Ⅱ　福祉
４　自立・就労支
援の充実

１）生活困窮者及
び就労困難者等
の自立・就労支
援

くらし
46 A

生活困窮者自立支援法の改正により、包括的な支
援体制の強化が求められていることから、平成３０
年度から新たに家計相談支援事業に取り組むほ
か、庁内の関係する部局のほか、地域のさまざまな
支援機関とのネットワークを強化しながら、困窮状態
にある市民を見過ごさず、確実に支援につなげるよ
う踏み込んだ施策の展開を図っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２　災害対策の
ための基盤の強
化

１）災害対策のた
めの都市基盤の
整備

くらし
55 B

・短時間強雨や大雨発生時による浸水被害の低減
のため、今後、ハード対策として、排水路の整備・改
修、側溝の改修を今後、郊外も含め計画的に行うほ
か、新たに河川管理施設維持更新事業により、排水
路や側溝の排水流下先となる、護岸等の河川管理
施設の改修・補修を行い、浸水被害の拡大防止を
図ります。また、あわせて、現況施設の清掃など、維
持管理の強化を進めます。
・ソフト対策としての土のうステーション配備について
は、今後も計画的に消防屯所に配備するほか、希
望する町会等にも配備し、水防災意識の向上を図っ
ていきます。
・本年、「平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）」が発生
しましたが、このようなこれまでに経験したことのな
い大雨の発生は今後も続くものと予想され、「施設で
は防ぎきれない大洪水は発生するもの」との考えに
立ち、国・県とも連携し、ハード対策とソフト対策を一
体的、計画的に進めます。

２）地域消防力の
強化

くらし
52 B

将来にわたり地域防災力の中核として欠くことので
きない代替性のない存在として位置付けられた消防
団は、火災・風水害をはじめ各種災害への対応も求
められており、今後も拠点となる消防屯所などの施
設や活動の基本となる消防団車両などの装備の充
実を図り、さらに魅力ある消防団として強化すること
で、若年層を中心に基本団員を確保し消防団員の
充足率を向上させ、地域防災力を強化します。

１　危機対応力
の向上

１）地域防災力の
強化

くらし
49 B

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

阪神淡路大震災以降、自助・共助の重要性が強く認
識されるようになり、当市においても自助・共助の役
割を強化する施策として、防災マイスターの育成や
自主防災組織支援事業などを実施してきましたが、
自主防災組織の活動カバー率が低いことなどを考
えると、引き続き、当該施策を実施していく必要があ
ります。また、公的備蓄の整備や、災害時応援協定
の締結など、公助としての防災・減災対策強化に関
する施策も継続して実施することで、総合的な地域
防災力の強化につながる施策を図っていきます。

Ⅲ　安全・安心
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【くらしづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅲ　安全・安心

２　災害対策の
ための基盤の強
化

２）建築物の耐震
化の促進

くらし
58 A

「特定既存耐震不適格建築物（公共）の耐震化の要
請」に関する事業はそれぞれ目標値を達成するな
ど、これまでに一定の成果が得られましたが、木造
住宅耐震改修促進事業については、3年間で6棟の
耐震化を目指したにもかかわらず、1棟にとどまった
ことなどから、今後も耐震改修が促進される環境整
備に努め、耐震化率の向上を目指さし事業を継続し
取り組んで行きます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　安全・安心な
生活環境の確保

１）安全・安心な
地域づくりの推
進

くらし
60 B

・現在の防犯対策の質を低下させないよう、防犯灯
や防犯カメラを維持管理していくことが重要であり、
防犯灯については、灯具本体以外の既存設備につ
いて老朽化対策を図ります。
・安全で安心な生活環境の充実を図っていくために
は、地域要望に対する防犯灯の設置も必要ですが、
防犯灯や防犯カメラによる設備の充実のみではな
く、警察や地域と連携した青色回転灯搭載車両によ
る見回り活動などの「見せる防犯」も重要であること
から、それを踏まえた施策展開を図っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）生活相談体制
の強化

くらし
63 A

・市民相談は、年々相談取扱い件数が減少してきて
いますが、これは、他の相談機関でも相談体制の充
実を図っているため、相談者が分散化してきている
ものと推測されます。しかしながら、そのような機会
に恵まれず、また、少子高齢化・核家族化により、身
近に相談できる人がいない方も増えてきていること
から、今後も市民生活における諸問題の解決のた
め、最も身近な相談窓口としての充実化を図りま
す。
・消費者を取り巻く環境は、少子高齢化の進行、情
報化の進展等により変化してきており、消費者の意
識や行動、消費者トラブルや消費者被害等も変化し
てきており、これらのことに迅速かつ適切に対応する
べく、消費に関する情報の収集や研修会の参加等
により消費相談員のスキルアップを図ります。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【まちづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅰ　雪対策

１　冬期間におけ
る快適な道路環
境の形成

１）快適な道路環
境の維持

まち6 B

・融雪施設の安定した稼働と長寿命化に向け、施
設の修繕、更新を引き続き実施します。また、併せ
て上記①の施策により、フロン使用施設のノンフロ
ン化も進めます。
・冬期の正常な道路交通と安定した市民生活の確
保に向け、民間のノウハウを活用する等、効果的
な除排雪方法や運営手法の探求に努め、豪雪でも
安全・安心で持続可能な除雪体制の構築を目指し
ます。

妥当である

　

妥当である

達成度の評価はBで妥当であるが，除雪人材の不足，除
雪の質の違い（ただ寄せているレベルから，間口にあまり
残らないような丁寧な除雪まで）などの課題もあることか
ら，次期総合計画に向けて除雪人材の確保，除雪技術の
向上，作業者によるばらつきの減少などに取り組んで欲し
い。
・官民連携による取り組みであるのであれば，成果部分に
おいても「官民が連携したからこそ実現した成果」を具体的
に明記してほしい

・「冬期間の道路環境に対する満足度は20％前後で推移
しており，計画再提示からは改善している」点は評価でき
る。他方で，計画策定時点で具体的な数値目標は設定し
ていなかったのであろうか(例：「平成29年度には50％にす
る」など)。もしあったのであれば具体的な数値目標に対す
る達成状況も明記してほしい。目標値と実績値を比較する
ことで，具体的な課題抽出をすることができるし，どうすれ
ば解決できるのかといった課題解決にも取り組めると考え
るからである。また初めから具体的な目標数値を設定して
いないのであれば，数値目標設置の是非について議論し
てほしい。

森委員

高島委員

雪対策全体の質の向上が図られるように、一次評価のと
おり、民間のノウハウを活用する等、効果的な除排雪方法
や運営手法の検討を進めること。

（高島委員の意見について、前経営計画では政策の方向
性の指標などは目標値は設定せず、上昇させることなどを
目標としておりましたが、次期計画では具体的な目標値を
持つこととしております。）

２）快適な道路環
境の整備

まち9 B

・人口減少や少子高齢化、市民ニーズの多様化等
により、快適な道路環境の整備が難しくなっている
中で、現在策定中の雪対策総合プランに基づきな
がら、未利用エネルギーの活用を含めて地域の特
性に合った雪処理施設の整備を施策①により引き
続き進めます。また、フロン使用施設のノンフロン
化も併せて進めます。
・山間地域や連絡道路の防雪柵整備に対する要望
に応えるため、国の交付金を活用しながら計画的
に進めます。

妥当である

達成度の評価はBで妥当であるが，「道路・歩道における
融雪設備等の整備、無散水融雪の実証研究業務」の結果
が見えておらず，次期総合計画にどのように生かされてい
るのか，つながりが見えるようにして欲しい。また，次期総
合計画の取り組みの方向性の内容が理解できない。4年
間の評価とのつながりが分かるような方向性を示して欲し
い。

森委員

融雪等の雪処理施設について、これまでの融雪等に係る
実証実験の成果を活用しながら、低コストの再生可能エネ
ルギーの活用による道路融雪施設等の適切な維持管理
及び整備を進めること。

２　地域一体と
なった新たな除雪
体制の構築

１）市民相互によ
る細やかな除雪
への支援

まち12 B

平成27年の国勢調査では、弘前市の65歳以上の
人口割合が29.4％となっており、全国の人口割合
の26.6％を上回り、人口減少と少子高齢化が進ん
でいます。また、社会経済の変化による生活の多
様化などにより、市民から寄せられる除排雪作業
への要望も多く、市の対応（公助）だけでは困難な
状況になっています。冬期間における快適な道路
環境を確保するためには、市と地域が連携して、地
域によるきめ細やかな除排雪活動（共助）を支援し
ていくことが有効な手段であることから、この施策を
継続し実施していきます。

妥当である

評価としては妥当であると思われる。課題部分で「協力町
会の伸び悩み傾向」をしてきているが，町会だけでなく弘
前市には多くの大学生がいるので，学生を除雪アルバイト
として雇うようなことも検討してほしい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、シェアリングエコノミーなど官
民連携による効果的な雪対策の検討を進めること。

２）身近な除雪環
境の整備

まち15 B

社会経済の変化による生活の多様化や住民意識
の変化などにより、市への要望が高くなる中、市の
除排雪作業に対する要望も多くなっています。しか
し、限られた作業時間や経費など、住民一人ひとり
の要望すべてに応えることは極めて困難であること
から、住民との協働により、身近な除雪環境の整備
に取り組み、地域住民の除雪作業に係る負担軽減
を図ることが重要であり、この施策を継続し実施し
ていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、現
在想定している取組み以外についても引き続き検討を進
めること。

３　雪対策イノ
ベーションの推進

１）新たな雪対策
の開発

まち17 B

・多様化する雪対策課題のうち、坂道の安全性や
中心市街地の回遊性向上などの必然性をもって整
備されてきた既存融雪施設の更新については、再
生可能エネルギーを活用することで、性能面とコス
ト面に優れた継続性の高いシステムへの移行を推
進します。
・行政主導による雪対策のみならず、民間事業者
の公共貢献による雪対策を促す環境整備（支援制
度・組織構築など）を図って参ります。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【まちづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

Ⅱ　都市環境
１　快適な都市空
間の形成

１）良好な市街地
の形成

まち19 B

持続可能な都市経営が可能となるように、住民に
よる地域づくりの実践を図りながら、弘前市立地適
正化計画及び弘前市地域公共交通網形成計画に
基づき、市街地の居住・都市機能の維持・誘導を図
るとともに拡大を抑制し、中心地区と周辺地域との
良好な公共交通ネットワークを構築して、コンパク
ト･プラス・ネットワークを踏まえたまちづくりを推進
していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）快適な住環境
の整備

まち21 C

一次評価のとおりとするが、弘前公園は市民の憩いの場
であるとともに、多く文化財が現存しさくらまつりが開催さ
れるなど重要な観光資源でもあり市民の誇りとして次世代
へ大切に継承していく必要があるため、次期総合計画で
は弘前公園の整備に特化した施策を新たに設けることと
する。

・施策の中心となる「青葉団地市営住宅建替事業」
については、平成31年度をもって事業が終了にな
り、維持管理のみとなることから、次期総合計画に
は掲載しないこととします。
・今後は「弘前市公営住宅等長寿命化計画」に基
づき、入居者へ安心安全な住環境を提供するとと
もに、建物の老朽化や事故等を未然に防止し、市
営住宅の長寿命化を図ります。また、現在、老朽化
が進行している市営住宅について、近隣住民に事
故等の不安を生じさせないように、早急な改修工事
を行います。
・当市における人口減少及び少子高齢化の進行、
民間住宅における空家の増加については、重要な
課題です。また、収入の減少により、低廉な家賃で
ある市営住宅の存在が重要であると考えます。こ
のことから、これまでの「古くて住みづらい」を払拭
し、「古いけど住みやすい」というイメージへ転回で
きるように、適正な維持管理に努めます。
・市営住宅の集会施設は、これまでと同様に入居
者以外の誰もが利用できるという運営方針を継続
し、地域コミュニティの重要な施設として利用しても
らえるように周知徹底を図ります。

妥当である

妥当である

達成度の評価はCで妥当であるが，「弘前市公営住宅等
長寿命化計画」が平成22年度策定というのが気になる。こ
のまま古い計画に基づき実施していても良いのか，環境の
視点やエネルギー，震災などの課題を見据えた見直しが
必要なのではないかと考えるため，次期総合計画に向け
て計画の見直しなどに取り組んで欲しい。

・評価としては妥当と考える。課題部分で，市ホームページ
を活用した周知を図っているとの記載があるが，そもそもこ
の周知方法が妥当なのか今後検討してほしい。住居を探
す場合は，まず不動産会社のホームページや店舗で物件
を探すことがほとんどなのではないだろうか。「家を探そう。
じゃあ市のホームページをまずは見よう」と考える人はそう
多くないと思われる。今後に向けては民間不動産会社での
市営住宅情報の提供ができないか検討してほしい。
・本質的な解決にはならないが，さくらまつりやねぷたまつ
りの時期は市内のホテルはいっぱいになってしまってい
る。そのため人によっては，弘前市外のホテルに滞在し，
ホテル代・飲食代・お土産代など弘前市外でお金を使って
いるように思われる。せっかく空いているのであれば，
ウィークリーマンションのような形式で旅行者・短期滞在者
に提供できないか，検討してほしい。

森委員

高島委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３）利活用による
空き家・空き地の
解消

まち23 B

・空き家・空き地の利活用は、移住・定住に結びつく
とともに、不動産流動化による地域経済の活性化
にも繋がることから、定住自立圏による広域運用の
利点（ＰＲ効果、経費節減など）を活かして、今後と
も継続していきます。
・平成30年3月に策定した空き家等対策計画では、
今後増加する空き家への対応として、利活用によ
る対策だけでは不十分としています。空き家の増加
を抑制し、市民の良好な生活環境を確保するため
には、地域、関係団体と連携し、「発生予防」から
「利活用促進」、「適正管理の促進」、「危険な空き
家の抑制・解消及び特定空き家等への措置」、「跡
地の利活用促進」まで総合的に取り組んでいきま
す。

妥当である

達成度の評価Bは妥当であるが，「弘前市空き家等対策協
議会」にあるように空き家を住居だけでなく他の活用方法
も含めて検討することは意義があると思われる。加えてい
うなら，耕作放棄地の取り組みとも組み合わせてみてはど
うだろうか。

森委員

一次評価のとおりとするが、特に利活用が難しいとされる
郊外の空き家について、農地付きでの空き家バンク登録
を進めるなど、次期総合計画策定に向けてより有効な取
組となるよう検討を進めること。

４）公園・緑地等
の整備

まち26 B

・都市公園については、老朽施設の改修を進め安全性
の確保に努めるとともに機能分担を主体とした公園再
編を行い公園の魅力や機能を向上させるとともに、将
来の維持管理体制について町会と連携し検討を進め
ます。
・弘前公園については引き続き石垣修理を公開型で実
施するとともに、修理を活用した様々なイベントを継続
的に実施するほか、情報発信を積極的に行い集客を
図ります。また、重要文化財の耐震化や保存修理のほ
か園内の老朽施設の改修を計画的に進め、文化財の
保存と環境整備に努めます。
・桜については、ソメイヨシノの早咲きに対応する遅咲
き品種の植栽を進めるとともに、早咲きのときにはさく
らまつり期間遅咲きの鉢植えを園内に設置し集客に努
めます。また、日本一の桜の名所としての確立を図る
ため、管理技術の継承に努めるとともに、ソメイヨシノ
の延命や新品種の開発等の研究を進めます。

妥当である
達成度の評価Bは妥当であるが，弘前公園の整備には観
光の視点も必要だと考えるため，次期総合計画では観光
の視点も取り入れた取り組みとして考えて欲しい。

森委員
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３）弘前公園周辺
等の魅力向上

まち35 B

まちづくり資源の保存と整備については、吉野町緑
地周辺整備事業では平成32年４月の供用開始に
向けて建設業務を継続し、藤田記念庭園利活用事
業ではキュービクルの更新を行うなど、引き続きを
進めるものであります。
・一方、イベントについては、吉野町緑地周辺整備
事業では開館に向けたプレ事業のほか、民間事業
者による様々な仕掛けが期待できるものの、既存
の施設では、持続可能なものとするため、自走化を
目指して取り組んでいきます。次期総合計画では、
まちづくり資源の保存と整備において、当該財産の
目的を踏まえながら、経済の活性化や財政の健全
化も念頭に置き、適切で効率的な管理、運営を推
進するとともに、イベントの実施を含めた取組をより
効果的なものとするため、弘前公園周辺に限らず、
中心市街地の魅力向上に向けて、吉野町緑地周
辺整備事業の手法である民間のノウハウ等の導入
を促進しながら、公共施設等の既存ストックを有効
活用することにより、集客力・収益性が高い新たな
コンテンツの創出に向けた取組を進めていきます。
従って、次期総合計画における施策の分類や紐づ
く事務事業については、大幅な見直しが必要であ
り、弘前市経営計画2018～2021（素案）において新
たに本施策に紐づかせた事務事業の状況も踏まえ
ながら、これまでの都市環境分野にかかわらず、中
心市街地の活性化や文化芸術活動の振興に係る
施策との統合も視野に入れ、本施策を再整理し進
めていきます。

一次評価のとおりとするが、特に城下町の街並みを形成
する歴史的建造物については、今後も適切に保全するた
めの方策の一つとして、建物の価値や歴史的背景を十分
踏まえながら有効に活用されていくよう、商工や観光分野
とも連携して施策を進めること。

２）拠点地域の整
備

まち32 C

今後、高齢化社会が急速に進むことを踏まえると、
公共交通の重要性はより増していくと考えられま
す。駅前広場等の都市基盤整備は、交通結節点の
機能強化、安全安心な歩行者空間の確保に加え、
商業、観光の機能も合わせ持ち、まちづくりに必要
な事業であり、中心市街地の活性化につながるこ
とから、引き続き財源の確保に努めながら、着実に
進捗を図っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１）景観・街並み
の保全

まち29 B

現在のまち機能の向上を図りながらも、長い歴史を
背景に形作られてきた美しく風格のある個性的な
景観と街並みを保全し、将来に引き継いでいくた
め、市民への啓発活動や歴史的建造物の改修支
援、景観条例の適切な運用などの取り組みを継続
して進めます。

妥当である

妥当である

達成度の評価Bは妥当であるが，まち並みを維持すること
は保全だけでは限界がある。田中屋の例でもわかるよう
に，街並みを維持するためにはそこで生活する人，商いを
行う人がいて日常的に使用していることが必要である。そ
の意味では，次期総合計画では上述した「空き家対策」や
「なりわい」とも連動させた取り組みも検討して欲しい。
また，仲町も整備が進みましたが，整備するだけで終わり
とせず，「なりわい」と連動させ，整備した環境を使って何を
するのかを考え，維持費の捻出ができる方策にも取り組ん
で欲しい。（まち35「弘前公園周辺等の魅力向上」とも関連
させる必要があると思われる。）

評価は妥当と考える。物理的に建造物を保全維持すること
も大事であるが，ドローンなどを活用して動画(データ)とし
て今の時代の景観や街並みを保全する取り組みに，今以
上に積極的に取り組んでほしい。おそらく50年後や100年
後になれば，弘前に景観や街並みも変わっていると思う。
50年後100年度の弘前市民に今の街並みを伝えるような
データを残していくことも検討していってほしい。

森委員

高島委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

Ⅱ　都市環境
２　魅力あふれる
弘前づくりの推進
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Ⅱ　都市環境
３　文化財の保存
と整備

１）文化財の保存
と管理

まち37 A

所有者の経済的負担を軽減し、弘前の「たから」で
ある文化財を次代へ継承するためにも、補助制度
のさらなる充実を図るとともに、所有者の高齢化や
担い手の減少に対して、保存計画の見直し等でよ
りよい日常の管理体制の構築を目指します。さら
に、文化財の魅力の向上と発信により、新たな担い
手の確保につながる取り組みを進めます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）文化財の整備
の推進

まち40 A

文化財については、地域の「たから」として、また、
教育資源としての活用による、地域文化・歴史への
理解・誇り・愛着を持った人材育成や地域活性化へ
の活用とともに、2020年の東京オリンピック開催を
見据えて、観光資源として地方創生の礎とする国
の政策が進められています。同時に、人口減少・少
子高齢化社会を迎える中で、文化財を将来へと継
承するためにも、文化財を有用な資源として活用
し、人材育成や地域活性化を進めることは急務と
なっています。よって、当該施策のうち、史跡津軽
氏城跡堀越城跡整備事業については次期計画に
おいても着実に継続し、整備を完遂させるとともに、
整備終了後は、積極的な公開活用を図るため、「文
化財情報の公開・発信と学習等の充実」への統合
を検討します。なお、旧弘前市立図書館整備事業
については国・県及び関係機関等と協議を進め、
見直しを進めます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

Ⅲ　生活基盤
１　道路網・道路
施設の整備と維
持管理

１）道路網の整備 まち42 B
今後も継続して道路整備を進め、市街地での交通
渋滞の解消や、道路ネットワークの形成により、市
街地へのアクセス向上を図ると共に、安全で快適
な道路環境の構築を行っていきます。

３）橋梁の補修 まち48 B

・橋梁定期点検は5年サイクルでの実施を継続し、
補修工事は老朽化した橋梁の増加や小規模橋梁
も組み込まれることから、今後補修が必要な橋梁
が増加する事が予想されるため、補修シナリオを
再検討するとともに計画的かつ迅速に事業を実施
します。
・平成30年度の橋梁長寿命化修繕計画の見直しに
伴い、全ての橋梁を対象とした修繕計画を策定し、
効率的・効果的に橋梁を維持管理することで、健全
なネットワークの維持と安全・安心な道路交通が確
保されることから、事業を継続していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）生活道路の補
修

まち45 B

道路補修事業等においては、経年劣化による道路
損傷の割合が大きく、道路利用者や第三者の被害
を未然に防止するため点検、補修を計画的に実施
していきます。また、市政懇談会や町会からの要望
が非常に多い状況にありますが、緊急性の高い路
線から速やかに対応し、安心安全な道路環境の確
保を図っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

４）歩道の改修 まち50 B
計画的に既存歩道の段差解消などを整備し、歩道
のバリアフリー化や既存幅員の有効活用を図るこ
とで、誰もが円滑に移動できる快適な歩行空間を
確保するため、事業を継続していきます。
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Ⅲ　生活基盤

２　道路環境の安
全性の向上

１） 交通安全対
策の推進

まち53 B

・駐輪場の利用増加や放置自転車対策の実施等
により、撤去自転車数は減少しており、次期計画に
おいても引き続き放置自転車対策を実施するととも
に、JR弘前駅中央口駐輪場のさらなる利用促進の
強化について、関係機関と取り組んでいきます。
・交通整理員事業については、定年退職後は不補
充としていることから、教育委員会で所管している
弘前市通学路安全推進会議の中で、児童の安全
確保の方策を検討していくとともに、学校とPTA、地
域が連携し、防犯等を含めた総合的な子どもの見
守りを図っていくよう関係機関と連携していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２） 交通安全設
備の整備

まち55 B

・単独交通安全施設整備事業は、ロードミラー等の
設置要望が多く寄せられていることから、歩行者及
び車両等の事故防止と安全を確保するため、継続
的に事業を実施していきます。
・通学路対策事業は、通学路合同点検において、
児童の通学に際して安全対策が必要な個所が毎
年増加するため、計画的かつ迅速に対策を講じて
安全な通学路を確保する必要があることから、事
業を継続していきます。

妥当である

達成度評価Bは妥当であるが，最近気になるのは，道路の
停止線や横断歩道の白線が消えたまま放置されていると
ころが多くみられることである。除雪で削ってしまうので引
いても無駄という考えもあるかもしれないが，事故防止に
は必要不可欠と考える。次期総合計画に向けて，雪対策と
あわせた道路整備（とくに白線の整備）に取り組んで欲し
い。
また，観光客がレンタサイクルを活用することが多くみられ
るようになってきたので，次期総合計画に向けて，観光分
野の視点も取り入れながら，安全に自転車が乗れる道路
整備にも取り組んで欲しい。（自転車を借りて，市内を巡っ
た観光客が怖い思いをしたということがあると，弘前市のイ
メージの低下に繋がるので，生活の視点も大事だが，観光
の視点も重要）

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　公共交通の利
便性の向上

１）交通ネットワー
クの形成

まち58 B

・弘前市地域公共交通網形成計画の実施により、
効率的な公共交通ネットワークの再編や利用促
進、公共交通への転換等を進めるとともに、今後の
社会構造の変化を捉え、コンパクトシティの軸とし
て有効に機能する公共交通となるように取り組みま
す。
・運転免許を自主返納した方を含めた高齢者の外
出の機会創出や若い世代に対しての公共交通利
用促進のための取組を進めます。

妥当である

達成度評価Bは妥当であり，パークアンドライド事業が調
査の結果により廃止を決めたことも妥当であるが，廃止理
由として民間駐車場で対応可能であるとして終わってお
り，民間駐車場で対応した場合の課題が検討されていな
い点が問題だと思われる。次期総合計画に向けては，（今
年度実験が行われているが）民間駐車場の空き情報をICT
を活用して提供し，車を誘導するシステムを構築して，観
光客への利便性を向上させる対策に取り組んで欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

４　安全・安心な
上下水道の整備

１）安心・快適な
給水の確保

まち61 B

場外施設及び配水管末への水質計器の整備が完
了したことで、平成２５年に国が策定した「新水道ビ
ジョン」における水道水の「安全」及び「安定供給」
が確保されました。今後は、計器での測定が困難
な、利用者の快適さに関係する臭気や味などにつ
いての対応方法を検討し、利用者の満足度向上に
つなげていくよう継続して取り組みます。

２） 災害に強い水
道施設の構築

まち63 A

安心・安全・安定な水道事業維持や、災害時に備
えて拠点施設への配水管の耐震化を推し進める必
要があるため、継続して配水管の布設替を実施し、
耐震化の向上を図ります。また、災害に強い水道
施設の構築を進めるため、効率的な施設の更新を
していく必要があり、官民連携事業（DBO方式）によ
る新樋の口浄水場の建設事業や配水管の更新を
考慮した小規模増圧ポンプ場の更新計画の策定
が必要であることから、当該施策を継続して取り組
みます。

妥当である

達成度評価Aは妥当であるが，北海道の震災状況を踏ま
えると，弘前市の水道は震度いくつまで耐えられるのかが
気になった。計画はあっても間に合わなかったという話も
聞くので，次期総合計画に向けて，よりいっそうの整備に
取り組んで欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【まちづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

A

・重要なライフラインである下水道は、事故や災害
時においても排水や処理機能の停止・低下を発生
させることなく、下水道を利用する市民生活に支障
を与えないよう一定のサービスレベルを維持する
必要があります。
・そのため、今後、人口減少に伴い料金収入が減
少する中で、施設の老朽化に伴い改築・更新需要
が増大する課題に対し、ストックマネジメント計画な
どに基づき、ライフサイクルコストの最小化を図りな
がら、災害に強い下水道施設の構築に継続して取
り組みます。

Ⅲ　生活基盤
４　安全・安心な
上下水道の整備 一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次

期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３）下水道施設の
整備

まち66 A

・継続して未普及地区の整備を進め、快適な生活
環境の確保と公共用水域や自然公園内の水質保
全を図っていきます。また、計画的に整備していく
ためには、安定的な財源を確保することが必要で
あり、国からの交付金等の有効活用を図っていき
ます。
・百沢地区・常盤野地区特定環境保全公共下水道
建設事業を継続して計画的に実地し、管路及び処
理場建設工事を進め、早期の供用開始を目指しま
す。

５）運営基盤の強
化

まち71 A
運営基盤の強化については、次期総合計画では施
策として位置づけず、各施策の前提として、政策の
方向性などに明記することで、しっかりとした運営
基盤のもと、施策を実施します。

妥当である

達成度評価Aは妥当であるが，今後の水道事業経営の効
率化にはさらに取り組んで欲しい。例えば，水道使用量の
検針などは2ヶ月に一度にして人件費を圧縮したり，スマー
トメータのようなものを活用し，検針そのものを無くする方
法などもするなども次期総合計画に向けて取り組んで欲し
い。

森委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

４）下水道施設の
維持管理

まち68

Ⅳ　エネルギー・
環境

１　エネルギー政
策の推進

１）弘前型スマー
トシティ構想の推
進によるエネル
ギーの自給率向
上と効率的利用
の推進

まち73 B

平成29年4月に改訂を実施した弘前型スマートシティ
構想の後期計画期間である平成29年度から平成32年
度において、同構想に基づき、今後の社会情勢の変
化や弘前市の課題等を的確に把握し、エネルギーセ
キュリティの向上や地域における新エネルギー事業設
立に向けた支援を行い、地域内での資金循環による
雇用の創出や地域活性化を図りながら、より実効性の
ある形でスマートシティの実現に取り組んでいきます。

２）省エネルギー
の推進

まち76 B

・施策『省エネルギーの推進』において「①地球温暖化
防止対策の実施」、「②環境基本計画策定事業」、「③
街路灯ＬＥＤ化エスコ事業（再掲）」を事務事業素案とし
て掲載していますが、②の環境基本計画策定事業に
ついては、次期総合計画策定後に取り組んでいくこと
とします。
・平成30年度から建設部において街路灯ＬＥＤ化エスコ
事業が開始されたことから、より効率的なエネルギー
削減に向け連携して取り組みます。
・弘前型スマートシティ構想においてCO2排出量削減
に取り組んでいるところであり、公共施設への省エネ
設備導入について今後も引き続き検討していくこととし
ます。

一次評価のとおりとするが、今後も効率的な経営に努め、
しっかりとした運営基盤のもとで各施策が実施されるよう
検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、市民にも理解が広がるよう、
次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

20 ページ



達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【まちづくり】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

この施策に対する評価ではないが，全体として一次評価の
書き方が，計画時との比較で進展しているという書き方と、
目標値と比較して評価しているものがある。この点、評価
方法の統一は必要なのではないだろうか。

森委員
（一次評価の書き方に関するご意見については、公表時
には統一するようにいたします。）

１）環境保全活動
の推進

まち79 A

・河川清掃美化運動については、自然環境保全の
観点から、各町会並びにボランティア団体等の参
加を募り継続していきます。
・ＨＥＰ２１が主催している自然観察会等について
は、子どもに限らずその父兄を含む全市民に自然
環境保全の大切さを教えるための重要な役割を果
たしており、次世代へ引き継いでいくためには有意
義な活動となっています。このことから、今後もＨＥ
Ｐ２１と連携し、環境活動の実施及び支援を継続し
ていきます。

その他

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　生活環境の維
持

１）良好な生活環
境の確保

まち82 B

・市外におけるカラス対策については、市民、企
業、大学及び行政が一体となって取組み、そこで得
られた知識や情報を速やかに発信することにより、
カラス対策への理解や協力を得ながら継続した駆
除対策の実施や、高層建築物管理者並びに電線
管理者に対する停留防止対策を依頼していきま
す。
・ごみ集積所における集積ボックス等の設置拡大
によるエサ断ちなど、カラスの住みにくい環境づくり
を強化していき
ます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）ごみ減量・資
源化の強化

まち85 B

・施策『ごみの減量化・資源化の推進』において「①
廃棄物処理計画推進事業」、「②弘前３・３運動推
進事業」、「③廃棄物減量等推進員活動費」を事務
事業素案として記載しているが、②および③の事務
事業は①における各種施策の中の１事業であるこ
とから、次期総合計画では事務事業を「廃棄物処
理計画推進事業」として実施します。
・ごみの減量化・資源化の推進は、市民・事業者・
行政がその目的および必要性を共有し、それぞれ
が担うべき役割を果たすことが重要であります。今
後も「弘前市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、
広報誌やホームページでの情報発信、ごみ分別促
進アプリの活用、ごみ減量化・資源化啓発広報誌
「ごみ減量魂」の発行、「使いキリ・水キリ・食べキ
リ」の３キリ運動や３０１０運動の推進、衣類・古紙
類・使用済小型家電の回収など様々な施策を展開
し、市民・事業者・行政の連携・協働によるごみの
減量化・資源化の推進を図ります。

妥当である

達成度評価Bは妥当であるが，ゴミ問題だけ単独で考える
ことには限界があるので，次期総合計画に向けて多面的
な視点から検討を進めて欲しい。例えば，取り組みの方向
性にあがっている「ゴミ分別促進アプリ」はオープンデータ
の活用であり，このようなアプリは，町会の活動促進にも
関わる可能性がある。アプリは，特に学生を中心とする若
い世代が得意であり，アプリをゴミだけに限らず，町会など
の情報も流せば町会への関心が高まる可能性があるの
で，次期総合計画では，多面的な取り組みを進めて欲し
い。

森委員
一次評価のとおりとするが、様々な方策を検討し「市民運
動」として市全体で取り組まれ、市民一人一人が何をやれ
ばよいのかわかりやすくなるように検討し進めること。

Ⅳ　エネルギー・
環境

２　自然環境の保
全・活用
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

達成度の評価Aであるが，取り組みが自然災害への対応策
に留まり，取り組み内容にある「省力化、低コスト化に向け
た取り組みを支援」についてはほとんど取り組みがみられな
いことから，評価はBと考えられるため，次期総合計画に向
けて自然災害の他，省力化やICTの活用，農業従事者の確
保などを含めた多面的な取り組みにして欲しい。

一次評価のとおりとするが、次期総合計画においては、りん
ごの生産力強化に向け、省力化やICTの活用を推進するり
んご産業イノベーションの施策やりんごの消費拡大を推進
する施策、新たな担い手を育成する施策と連動し、より有効
な取組となるよう検討を進めること。

妥当でない

Ⅰ　農林業振興

森委員

森委員

高島委員

２）りんご等の輸
出の強化

B

・国の改植事業（果樹経営支援対策事業及び果樹
未収期間支援事業）に比べ、利便性がよいことか
ら、引き続きりんごの安定生産を目的とした省力化・
低コスト化を支援していきます。
・りんご生産量を確保する必要があることから、引き
続き風害からの恒常的な防護策として支援していき
ます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

・果実は、消費者の収入の増減に消費が左右され
やすく、代替が可能な品目であり、そのような中、購
買意欲の喚起と消費層の拡大を図っていくために
は、今後もりんごの消費拡大事業を継続し、様々な
角度から消費者へアピールしていきます。
・地元産米を消費拡大していくためには、これまでの
関西圏に加え関東圏においても地元産米消費宣伝
活動を展開していきます。
・地産地消推進事業については、給食に地元農産
物等を使用する機会が増え、地元農産物の消費拡
大や児童生徒への食育の機会創出に繋がる事業
であるため、継続し実施していきます。

達成度の評価はBで妥当であるが，りんごの消費拡大につ
いての取り組みが行き詰まっている感じがあるので，次期
総合計画に向けてりんご×観光といった異業種との組み合
わせによる付加価値の向上等も視野に入れて取り組んで
欲しい。
りんご公園での事業は観光分野と連携した取り組みも次期
総合計画に向けて取り組んで欲しい。

評価は妥当であると思われる。消費者の農産物に対する欲
求は多様である(美容目的・ダイエット目的・健康維持など)。
大きなイベントで幅広くPRすることも重要であるが，参加者
を絞ったイベント(女性限定のイベント・学生限定イベントな
ど)においても積極的なPR活動を行っていくことを今後検討
してほしい。

一次評価のとおりとするが、生産者がキャラバンに参加し、
消費者の生の声を聞く機会を増やしたり、美容・健康などり
んごの多様な活用方法をPRしたりするなど、りんごの消費
拡大に向け、より有効な取組となるよう、次期総合計画策定
に向けて、検討を進めること。また、キャラバンについては、
市主体ではなく、民間が自走できるよう、事業を進めること。

・水稲・大豆省力化生産推進事業については、関係
団体等からの要望に基づき引き続き取り組んでいき
ます。
・野菜・花き産地育成事業については、近年ミニトマ
トの価格が堅調に推移していることから、新規の市
単独事業と併せてパイプハウスの整備を加速化し
ていきます。

・台南市との果物交流については、H23年度から継
続して実施していることによる評価の高まりで、りん
ご以外にも物産販売や実施店舗数の増加などに繋
がっており、確実に事業の成果が現れてきていま
す。弘前りんごの定着と都市間交流のさらなる推進
を図るため、今後も継続した取り組みを行っていき
ます。
・青森県や青森県農林水産物輸出促進協議会との
連携のほか、市独自事業の展開により、りんご輸出
に係る数量・販売額ともに堅調に推移しています。こ
の状況を維持、発展させるためには、引き続き事業
を推進していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１　農産物等の
生産力の強化

なりわい14 A

A

２）りんご以外の
主要農産物の生
産力の強化

なりわい8

１）日本一のりん
ご生産量の確保

なりわい5

B

妥当である

妥当である

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

２　農産物等の
販売力の強化

１）国内における
農産物の消費拡
大及び販路開拓

なりわい11
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

一次評価のとおりとするが、新規就農の参入障壁を下げる
ことを目的としたAI等の技術導入を進めるなど、より新たな
担い手の育成が促進されるよう、次期総合計画策定に向け
て、検討を進めること。

・農業の競争力向上のためには、農産物及び加工
品の高付加価値化が必要不可欠だと考えます。
よって、引き続き、当市の豊富な農産物資源を活用
した6次産業化、ブランド化への取組みを支援し、農
家所得の向上につなげてまいります。

・「新たな担い手の育成・確保」の施策により、新た
な担い手の確保・育成を図るとともに、耕作放棄地
の防止を図りながら農地の有効活用を促進するた
め、「農地等の有効活用」「耕作放棄地の防止と再
生」の施策を展開していきます。

・農業経営の法人化等の大規模経営により耕作放
棄地の防止を図りながら農地の有効活用を促進す
るため、「農業経営力の強化」「農地等の有効活用」
「耕作放棄地の防止と再生」の施策を展開していき
ます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

・企業と契約し作物を栽培することは、りんご単一栽
培の解消による危険分散、所得安定、新規就農者
にとっては収入源の確保、農作業技術の確立など
につながることから、今後も契約栽培に取り組む生
産者を支援します。

なりわい24

Bなりわい22

達成度の評価はBで妥当であるが，新規就農の参入障壁を
下げるために経験と勘を時間をかけて教える取り組みだけ
でなく，経験と勘をICT活用により見える化を進め，新規就
農がしやすい環境も作る必要がある。また，経験と勘を持つ
人材が減っていくことが見込まれることから，今のうちに経
験と勘をプログラム化しておく必要がある。次期総合計画に
向けて，多面的に取り組んで欲しい。
さらに，「先端技術を活用した学習システム構築や、初心者
から熟練者まで多様な人材の活躍を促進する育成プログラ
ム構築」（この内容について教えて欲しい）が進められてい
るとのことだが，未来投資戦略や青森県果樹農業振興計画
などを踏まえて、さらにAIを活用した農業技術の伝承なども
次期総合計画では積極的に取り組んで欲しい。

評価は妥当であると思われる。新しく就農される方は，仕事
上のスキルや経験という課題だけでなく，心理的不安も抱
えているのではないだろうか。次期総合計画では，新規就
農者を支えるメンター人材の開拓にも取り組んでほしい。

３　担い手の育
成と経営安定化
に向けた支援

１）新たな担い手
の育成・確保

なりわい16 B

２）農家等の収益
体質の向上及び
経営安定化に向
けた支援

なりわい19 B

B

４　農業の新たな
チャレンジ

１）企業との契約
栽培の推進

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）競争力向上の
ための農産物及
び加工品の高付
加価値化

Ⅰ　農林業振興

妥当である

妥当である

森委員

高島委員
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

・伐期を迎えてくる市有林を、再造林により着実に更
新し、今後も多面的な機能を持続的に発揮させると
ともに、次世代に豊かな森林をつないでいくことが重
要です。

・担い手の高齢化や担い手不足が進むことによっ
て、今後も耕作放棄地は増えていくものと考えられ
ます。耕作放棄地は地域への影響もあるため、あら
ゆる対策が必要となります。そのためにも平成30年
度以降も引き続き農業委員や農地利用最適化推進
委員等の活動による広範囲できめ細かな情報収
集・情報発信を実施していきます。併せて、市単独
支援策の農の雇用継続支援事業により、農業者の
技術定着及び担い手確保のため、今後とも継続して
いく必要があるほか、今後とも国・県の補助事業を
活用しながら、農地再生支援などを行うとともに、中
間管理機構の活用や農地の受け手となる農地所有
適格法人などの経営体質の強化を進めます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３）りんご産業イ
ノベーションの推
進

B

なりわい34 B

・人口減少が進む中、10年後、20年後に向けては、
経営体や農業従事者の減少が避けられない状況に
あります。減少スピードを緩やかにするとともに、そ
のような状況下においても安定的にりんご生産を維
持し産地規模を守っていくために、生産分野に重点
を置きながらも、流通、加工分野まで複合的に捉
え、高効率化と高品質性の確保による強い経営体
の拡大と、多様な人材が活躍できるりんご産業の構
築に向けて取り組んでいきます。
・短期的には、H29にスタートした実証事業を検証し
ながら継続し、「高効率化の促進と高品質性の確
保」、「人材の確保と育成」の仕組みの構築を目指し
ます。また、様々な連携の促進や先進事例の情報
収集を行いながら、生産、流通、加工分野に亘り当
地に適した先駆的な取り組みを探索・創出し、支援
事業と併せて担い手の経営力強化に繋げていきま
す。
・中期的には、構築した仕組みのモデル的な運用に
より担い手の育成・確保に繋げるほか、当地に適し
た先駆的な事例の普及展開によって地域へイノ
ベーションの拡大を図っていきます。
・長期的には、県や関係団体が実施する取り組みと
連動可能な仕組みとして地域へ広く展開し、強い経
営体の拡大と、多様な人材が活躍する好循環の形
成を図っていきます。
・これらの取り組みによって、次期総合計画におい
て、新たな時代に対応したりんごの一大産地として
の成長を目指していきます。

なりわい29

達成度の評価はBで妥当であるが，新規就農の参入障壁を
下げるために経験と勘を時間をかけて教える取り組みだけ
でなく，経験と勘をICT活用により見える化を進め，新規就
農がしやすい環境も作る必要がある。また，経験と勘を持つ
人材が減っていくことが見込まれることから，今のうちに経
験と勘をプログラム化しておく必要がある。次期総合計画に
向けて，多面的に取り組んで欲しい。
さらに，「先端技術を活用した学習システム構築や、初心者
から熟練者まで多様な人材の活躍を促進する育成プログラ
ム構築」（この内容について教えて欲しい）が進められてい
るとのことだが，未来投資戦略や青森県果樹農業振興計画
などを踏まえて、さらにAIを活用した農業技術の伝承なども
次期総合計画では積極的に取り組んで欲しい。

・農道等の生産基盤の整備は、地元農家の負担が
伴うため、地元の合意形成に基づき、市も事業費の
一部を負担、事業実施をしているものであり、今後も
継続していきます。また、経年変化した農業用施設
について、莫大な改修費用が生じないよう適正な維
持管理の継続が今後も重要です。
・農地の利用状況・利用意向に関する情報を的確に
把握・活用するとともに、農地情報公開システムを
整備し、農地情報を公開することで、活用を希望す
る農家への農地の流動化を促進します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

なりわい26 B

１）農地等の生産
基盤の維持・改
善・有効活用

一次評価のとおりとするが、新規就農の参入障壁を下げる
ことを目的としたAI等の技術導入を進めるなど、「担い手育
成」に係る施策と連動し、より新たな担い手の育成が促進さ
れるよう、次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

妥当である
４　農業の新たな
チャレンジ

Ⅰ　農林業振興

５　農林業基盤
の整備・強化

３）森林の保全と
活用

Bなりわい32
２）耕作放棄地の
防止と再生

森委員
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

妥当である

妥当である

妥当である

一次評価のとおりとするが、地域課題としてあげられた「集
客がさほど経済効果につながっていない」という課題に対応
するため、次期総合計画策定に向けては、本市が弱いとさ
れる秋季・冬季の宿泊者数の増加や観光消費額の増加が
図られる取組を実践すること。

妥当である

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，集客が経済効果につながっ
ていないという課題や，宿泊施設の限界という課題がある。
次期総合計画に向けて客単価を伸ばす取り組みを一層進
めてほしい。

四大まつりについては、当市の観光の基軸であり、
歴史と伝統を保持しながらも、新たな取り組みを行
い、誘客に努ます。また、旅行エージェント、ＪＲ及び
航空会社等とタイアップし、送客状況に合わせ、観
光客が訪れるタイミングと着地側の受入れの歩調を
合わせたタイムリーな取組みをしていきます。特に、
秋・冬については、春・夏に比べると入込が少ない
ため、例えば雪の無い国へのプロモーションを戦略
的に行うなどの工夫するとともに、更なるコンテンツ
の強化を図ります。

一次評価のとおりとするが、単に観光資源の紹介に留まる
ＰＲやＣＭを打つ手法ではなく、メディア活用について戦略
性を持って取り組むとともに、実際に宿泊に繋がるアプロー
チや事業者との連携の仕組みづくりなど、より有効な取組と
なるよう、次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

森委員

森委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　観光客受入
環境の整備促進

３　観光客受入
環境の整備促進

１）観光ホスピタ
リティの向上

弘前圏域市町村のまちあるきコンテンツ強化を継続
するとともに、外国人観光客に対応したコースを開
発し、全国へのプロモーションを継続して行うこと
で、宿泊者と観光消費額の増加を図ります。りんご
王国魅力発信事業は、HIF、農林部と連携した取り
組みが求められることから、観光振興部の事業とし
ては見直しをしていきます。イベント民泊について
は、宿泊施設の不足の解消には至っていないことか
ら、住宅提供の障害となっていることが何かを分析
した上で、事業を継続して取り組んでいきます。

達成度の評価はBで妥当だが，「りんごを活用した観光振興
に取り組みましたが、イベントが中心となり費用の割に十分
な効果がありませんでした」という点で課題があるので，イ
ベント以外の取り組み，例えば農業体験などができる「りん
ご×観光」という新しい視点での発想で取り組みを進めて欲
しい。

一次評価のとおりとするが、イベント中心ではなく、文化財
やりんごなど魅力ある観光資源を活用して、より有効な取組
となるよう、次期総合計画策定に向けて、検討を進めるこ
と。

旅行の中心が個人旅行にシフトしてきており、地域
密着型の観光ガイドが注目されていることから、ボラ
ンティアガイドの養成は継続していきます。
弘前駅自由通路等の更なるにぎわいのため、引き
続きイベント列車時のお出迎え対応及び各種にぎ
わいを創出するイベントを実施していきます。
観光人材プログラムの実施など観光産業を支える
人材の育成に資することから、弘前大学での新研究
科設置されるまでの間、観光人材育成に係る事業
を継続していきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１　観光資源の
魅力の強化

市全体の観光振興を図るうえで、旧弘前市にはな
い、豊かな地域資源の活用が求められることから、
引き続き、岩木・相馬地区の観光資源の磨き上げ、
活用を進めます。「日本で最も美しい村づくり岩木協
議会」が主体となり、「日本で最も美しい村・岩木」の
価値の維持・向上のための取組みや情報発信を充
実させます。

達成度の評価はBで妥当だが，「岩木地区・相馬地区の活
性化の推進」（システム51）において「政策の方向性や施策
として「岩木地区・相馬地区」という冠を付けた設定は行わ
ない」としているので，次期総合計画の方向性にはそのこと
を踏まえて取り組みを検討して欲しい。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

（戦略推進システムの施策「岩木地区・相馬地区の活性化
の推進」は、本施策と統合し、施策の一本化を図ることとす
る。）

観光客の誘客を行うには、様々な手段を使いなが
ら、継続的に広く情報発信することが必要不可欠で
あるため、今後も継続して効果的なプロモーションを
実施していきます。

１　観光資源の
魅力の強化

なりわい48 B

２）観光施設等の
整備・維持管理

ロマントピアのリニューアル構想に関して外部の意
見も含め内容を再度検証したうえで方向性を出しま
す。観光館については、大規模な整備事業を行うた
めの財源等の調整が難しいことから、事業としては
廃止します。観光館を観光客にとって魅力的な施設
とするため、指定管理者である弘前観光コンベン
ション協会と協力しながら、インバウンド対応の強
化、津軽塗などの展示替えを行うなど、内容面での
機能向上を図ります。

達成度の評価はBで妥当だが，観光客の受入を考えた場
合，施設だけでなくレンタサイクルの利用者が安全に回れる
まちづくりなど、道路、歩道の整備なども合わせて考える必
要があると思われるので，次期総合計画に向けては多面的
な視点での取り組みを検討して欲しい。

なりわい50 B

Ⅱ　観光振興

２　戦略的な誘客
活動の展開

森委員

B

２）滞在型・通年
観光の推進

なりわい45 B

B
１)　弘前らしい魅
力ある観光コン
テンツの企画推
進

なりわい36

B２）　岩木山観光
等の推進

なりわい39

１）観光情報の効
果的な発信

なりわい42

達成度の評価はBで妥当だが，情報発信には課題がある
ので，次期総合計画に向けて「弘前市のアピール」ではなく
「弘前市では何が体験できるのか，何が学習できるのか」と
行ったことをまずは打ち出すような取り組みを進めて欲し
い。

森委員

森委員

25 ページ



達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

森委員

妥当である

妥当である

妥当である

妥当である

・製造業の企業誘致については、国の動向等の情
報収集を継続しながら、引き続き企業の立地環境の
あり方の検討するとともに、企業立地ワンストップ窓
口を活用したサポートに注力します。
・IT系オフィス企業の誘致については、お試しサテラ
イトオフィス事業を通して、当市のオフィス環境をPR
しながら、当市への進出を支援します。
・ライフ関連産業については、関係機関と連携しな
がら、試作開発や設備投資、販路拡大等に取り組
む事業者を支援することで、意欲のある事業者の成
長、発展を推進します。

国内外の観光客が求めている、多様な魅力を発信
するためにも、広域連携による事業の推進は必要で
あり、今後の観光の有り方の1つであると考えます。
北海道新幹線新函館北斗駅が開業したことに加
え、海外から定期便やチャーター便、クルーズ船の
就航も増加傾向にあるため、その効果を最大限享
受するためにも広域連携による観光の推進をより一
層強化していきます。

一次評価のとおりとするが、製造業の企業誘致に加え、IT
関連企業の企業誘致や市内に立地する企業の新増設を推
し進めるための、より有効な取組となるよう、次期総合計画
策定に向けて、検討を進めること。

達成度の評価はBで妥当だが，インバウンド観光客への取
り組みが不十分であるとの課題があるので，次期総合計画
に向けて「インバウンド客」向けのコンテンツの充実の取り
組んで欲しい。例えば，インバウンド客，特に中国人観光客
の関心が体験型から学習型に移ってきているといわれてい
るので、学習型のコンテンツの提示ができる取り組みを増
やしていって欲しい。また，環境整備としては，キャッシュレ
ス化が進んでいる現状を踏まえ，スマホ決済ができる環境
作りを進めていって欲しい。また，パンフレットの作成も日本
語版の翻訳に留まらず，各国のインバウンド客の嗜好を取
り入れた外国人目線のものを作っていって欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、インバウンド客向けのコンテン
ツの充実に向け、より有効な取組となるよう、次期総合計画
策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、指標が目標値を下回っている
原因をしっかりと検証したうえで、引き続き重点分野の産業
振興を図るとともに、将来の弘前市の産業を担う人材育成
の観点から、小・中・高生や大学生が弘前市の企業や産業
について学ぶ機会を創出するなど、学生の地元就職に係る
施策とも連動した取組について、次期総合計画策定に向け
て、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

・地域を牽引する産業の育成を図るため、2015年5
月に策定した「弘前市産業振興基本方針」に基づき
ながら食産業、精密・医療産業、アパレル産業を重
点分野に位置付けて事業を進めており、一定の成
果が見られます。
・3分野産業は、市内製造品出荷額のおよそ9割を
占め、地域の経済循環、雇用に大きな影響力を有し
ていることから、アパレル産業における新たな販路
開拓などに対する継続的な支援に加え、食産業に
おける新商品開発や製造ラインの機械化に対する
支援の検討など、意欲のある事業者の成長、発展
を推進します。
・さらに、成長分野であるライフ関連産業、地方進出
に注目が集まっているIT関連産業など、新たな分野
についても産業振興に取り組んでいきます。

達成度の評価はBで妥当だが，従業員の確保が課題となっ
ていることから，次期総合計画に向けて産業への直接的な
支援だけでなく，高校生や大学生を中心に弘前市の産業を
PRする取り組みも行っていく必要があると思われる。市民
全般的に弘前市の産業についての理解，浸透が弱く感じ
る。また，観光産業も1つの柱として取り組んでいく必要があ
ると思われる。

指標を見ると政策を活用した企業の数実績が目標値より下
回っている。これは政策活用のための情報発信の不足や
政策の制度設計に問題があったものと考えるので、しっかり
検証して取り組んで欲しい。また、アパレル産業に関しては
売上高も目標値より下回っており、かつ事業に関する工数
もＨ２６年度より大幅に減っている。当市は縫製業も盛んな
都市なので、今後は時間も人も掛けながら継続的に事業に
取り組んで欲しい。

達成度の評価はBで妥当だが，企業誘致の結果、どれだけ
雇用の増加に繋がったかが知りたい。また，今後の企業立
地環境のあり方が課題となっていることから，次期総合計
画に向けてIT系企業の誘致については空き家対策と連携し
た取り組みを検討して欲しい。また，既存事業者への対策
が手薄になって市外に転出しないような対応も進めていっ
て欲しい。

森委員

前田委員

Ⅲ　商工業振興

４　広域連携によ
る観光の推進

１）広域圏の観光
施策の充実と観
光情報発信の強
化

５　外国人観光
客の誘致促進

１）国外への情報
発信及び受入環
境の整備促進

１　地域を牽引す
る産業の育成

なりわい60 B

２）重点関連産業
等の企業誘致

なりわい65 B

１）重点３分野の
強化

Bなりわい55

Ⅱ　観光振興

なりわい53 B

年々入込客数が増加し、今後の伸び代が大きいと
期待される外国人観光客を当市に呼び込むため、
従来の東アジアや新規市場として見込まれる東南
アジア、長期滞在や消費が見込まれる欧米等への
情報発信を更に強化していきます。さらに、外国人
観光客を誘致するためには、周辺の市町村等との
広域連携により、情報発信等の取組をより効果的に
進めていく必要があるため、広域連携の取組も実施
いたします。また、受入環境の整備を加速させるた
め、民間事業者が参画しやすいような事業展開を図
ります。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

妥当である

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，成果において「今後、通行
量も改善が見込まれています。」とする根拠が知りたい。ま
た，次期総合計画に向けてはキャッシュレス化への対応が
促進される取り組みも進めて欲しい。

指標の１つである中心市街地の通行量が減少傾向にある。
中心市街地活性化基本計画策定事業の総括では、観光施
設等利用者が増加しているとのことなので、回遊性を持た
せて中心市街地に人が流れるよう観光部門とも連携して事
業を推進して欲しい。また、増加している外国人観光客の対
応について、ＦＩＴと呼ばれる小グループ観光客の受け入れ
応対や鍛治町等の冬場の雪対策など総合的な取り組み
が、中心市街地の観光消費額の向上に直結すると思われ
るので、関係課や関係団体と連携して取り組んで欲しい。

一次評価のとおりとするが、観光客の中心市街地への回遊
性向上や近年増加している外国人観光客への対応など、観
光振興部とも連携し、より有効な取組となるよう、次期総合
計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、地元出身の若手が地元で創
業・起業できるような仕組みづくりや支援体制、情報発信を
関係機関と調整しながら推進するとともに、起業家や起業希
望者のネットワーキングの場を創出することにより、さらなる
創業・起業者数の増加につながるような取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

・さらなる創業件数増加のために、創業・起業支援
拠点運営事業等の支援事業を継続実施します。
・ビジネス支援センター利用希望者の幅広いニーズ
に応えるため、関係機関との更なる連携強化を図る
とともに、新たな創業希望者の掘り起こしのための
創業機運の醸成や創業者に対するアフターフォロー
体制の充実に向けた取組みのほか、創業に係る新
たな支援についても検討を行っていきます。

達成度の評価はBで妥当だが，次期総合計画に向けて，さ
らなる創業・起業を増やすためにプチ起業なども視野に入
れた支援に取り組んで欲しい。

評価は妥当であると思われる。スキル上の支援だけでなく，
心理的サポートができるようメンター制度の導入を検討して
ほしい。また起業の成否にはネットワークも不可欠なことか
ら，起業家や起業家希望者のネットワーキングの場を創出
も次期総合計画に向けて検討してほしい。

指標である創業・起業者数が目標値を達成していることに
ついては大いに評価されるべきであるが、実際の創業・起
業者数に対してどれほどの割合でサポートを受けたのかは
疑問である。
現在は若年者や女性もどんどん起業に対して積極的な社
会になっているので、人口減少対策としてＵターン・Ｉターン
なども含めた都市部の人材や近隣の市町村の人材、また
地元出身の有能な若手が地元に残れるような応援体制や、
仕組みづくりを関係機関と調整しながら推進いただきたい。

森委員

高島委員

前田委員

妥当である

一次評価のとおりとするが、地元産品のブランド化を推進し
さらなる販路開拓・拡大につながるよう、関係機関とも連携
し、次期総合計画策定に向けて、より有効な取組について
検討を進めること。

森委員

前田委員

前田委員

妥当である

妥当である

妥当である

３　経営力の向
上

１）創業・起業へ
の支援

なりわい75 B

人口減少、大型店の郊外進出、コンビニの増加、
ネット通販の拡大等、中心商店街にとっての脅威が
拡大する中において、増加傾向にある外国人も含
めた観光客の消費喚起や、地元生産品のブランド
化推進・販路拡大等、幅広い視点を持って商活動の
活性化に取り組むことにより、商品販売額や営業所
得の増加につなげ、地域経済への波及を目指すこ
ととします。

①物産の販路拡大・販売促進事業【総合戦略】
・ＢＵＹひろさき運動は、人口減少下での地域産業活
性化のため、地元生産品の愛用と県外での認知度
向上に継続して取り組みます。
・物産振興対策事業は、「地域おこし企業人交流プ
ログラム」事業の継続によるインバウンドを含む国
内での販売力強化とともに、地元生産品の更なる販
路開拓・拡大を目指し、海外展開にも計画的に取り
組みます。
・ひろさき工芸品販路開拓・拡大支援事業は、津軽
塗業界の組織力強化のため、国指定産地組合であ
る青森県漆器協同組合連合会の自助努力を促しな
がら、津軽塗の販売力強化のため、一部事業を拡
充して事業に取り組みます。
②津軽の食と産業まつり負担金
・経済効果の高いイベントとして継続して取り組みま
すが、出展者がより多くの方に新商品などのＰＲが
でき、販路拡大、顧客獲得に繋がるよう事業内容の
見直しを図っていきます。

指標である物産協会の各種事業売上額に限った話でなく、
小売店や飲食なども経済景気が停滞している現状である。
地域課題にも書かれているように様々なブランド化を推進し
ていくことも商活動の活性化には重要であると感じるので強
く進めていただきたいと共に、各企業や団体等もブランド化
に積極的に取り組めるような応援体制や仕組みづくりも一
考いただきたい。Ⅲ　商工業振興

２　商活動の活
性化

１）魅力ある商業
地域の形成

なりわい68 B

２）販売力の強化 なりわい72 C
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【なりわいづくり】

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

・出稼健康診断事業については、ポスターやチラシ
を作成・配布するほか、市の広報紙やホームページ
等の媒体による周知を強化しながら、今後も継続し
て取り組むこととします。

B

Cなりわい77
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次期
総合計画策定に向けて、検討を進めること。

前田委員

一次評価のとおりとするが、小・中・高生や大学生が技術力
のある地元企業を知る機会を増やすための取組や高齢者
の就業を後押しし、地元企業の労働力不足を解消させる仕
組みづくりを行うなど、次のステージにランクアップさせるよ
うな取組について検討すること。また、商工業だけでなく他
の部署をコーディネイトし、各分野における担い手確保や人
材育成にも取り組むこと。大学生の地元就職については商
工会議所や大学等関係機関との連携をより深め、有効な取
組となるよう、次期総合計画策定に向けて、検討を進めるこ
と。

高島委員

前田委員

妥当である

妥当である

妥当である

Ⅲ　商工業振興

３　経営力の向
上

当所が窓口となって進めている小規模事業者経営改善資
金について、平成３０年度より市より利息補助を頂いたとこ
ろ、大変好評で利用実績も伸びている。
景気は上向きと言われているが、依然、小規模事業者に
とって経営は厳しい状況であるので、様々な支援・融資制度
を継続いただきたい。

４　雇用・就職支
援の充実

１）若年者や女性
の就職支援

なりわい80 B

・若年者の地元就職促進及び中高齢者や女性など
多様な担い手の雇用促進に係る事業については、
現計画での課題を踏まえながら、次期計画において
も継続して取り組むこととします。
・「ＵＪＩターン就職促進事業」については、「大学・企
業連携地元就職推進事業」と統合し、「地元企業人
材獲得支援事業」として、地元企業と地元就職を希
望する学生のマッチング支援等に取組むこととしま
す。

評価は妥当であると思われる。大学生については，今後も
地元企業就職率の低迷が続くのではないだろうか。ほとん
どの学生は奨学金をもらいながら通学しており，卒業後は
かなりの額を返済していかなければならない。そのため，市
外に職を求めていく傾向がある。他方，地元就職者に対し
ては奨学金返済の一部を補助するような仕組みを設けてい
る自治体もある。そういった自治体の例にも学びながら，次
期総合計画では地元就職率の向上策を検討してほしい。

労働力の人手不足と言われる中、若年者の地元定着や子
育てが落ち着いた女性などの労働力は大変重要であると
当所でも捉えている。当所においても、この問題に対し様々
取り組んでいるので、企業側にも大変好評だったジョブトレ
の再実施なども検討いただきながら、これまで以上に企業
と一体となって進めていただきたい。

中小企業の経営基盤は脆弱であり、社会情勢等の
変化の影響を受けやすいため、中小企業活動を下
支えするための制度融資や経営相談・経営指導体
制の充実・強化と合わせ創業・起業に向けた体制・
環境も整備し、減少傾向にある事業所数に歯止め
を欠けることで、地域の雇用の受け皿の確保や、ひ
いては若年層の人口流出の抑制にもつなげ、地域
経済の持続・発展を図ることとします。

２）経営支援・融
資制度

２）出稼労働者の
安定就労

なりわい83
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【戦略推進システム】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

ビッグデータ・
オープンデータを
活用した地域経
営

１　ビッグデータ・
オープンデータの

活用

１）新たな地域経
営の推進体制づ
くり

ｼｽﾃﾑ5 B

・「弘前市経営計画2018～2021（素案）」では、「情報
収集・分析力の高度化による効率的地域経営」に含
めていますが、計画事業としての役目は終了したと
判断し、次期総合計画には位置付けないこととしま
す。
・行政データの公開はオープンデータカタログサイト
を使わずとも可能であり、また一定のデータには市
民の需要もあることから、資源を投入することなく
データの公開を続けていきます。

妥当である

達成度の評価はBで妥当である。とくにオープンデータの取
り組みは県内でも進んでおり，評価できる。次期総合計画に
向けて，今後は，データの公表だけでなく，これらの活用に
関する取り組みを充実していって欲しい。例えば，ゴミアプリ
などは有効なツールなので，それらをどのように市民が活
用してくのか、普及活動に力を入れる取り組みなどを進めて
いって欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、データがより有効に活用される
ように、特に活用の普及啓発について、検討を進めること。

２　情報収集・分
析力の高度化に
よる効率的地域
経営

１）自治体内シン
クタンクの設置

ｼｽﾃﾑ7 B

自治体シンクタンクが未来戦略研究や各種分析を
行うのではなく、各施策を担当する部署が分析から
施策の検討・構築を行い展開していく必要があるこ
と、花の研究は花を活用したまちづくりに係る全体計
画がないことや行政主導では事業の継続性・発展性
が望めないという課題があることから、平成３０年度
でこの施策にある事業を全て廃止することとしたた
め、次期総合計画には掲載しないこととします。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）情報の収集分
析力の高度化

ｼｽﾃﾑ9 B
・施策そのものが総合計画の達成度を測る指標とし
て不可欠なものであるため、次期総合計画において
も継続して取り組んでいきます。

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，調査員の担い手確保の課
題や回収率の低下の課題があることから，次期総合計画に
向けてアンケートの実施方法やアンケートの分量などの検
討を進め，アンケート実施の環境が向上されるような取り組
みを行って欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、アンケート等の実施方法などの
様々な課題の解決に向けて、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定において、検討を進めること。

オール弘前体制
の構築（市民の
力と知恵の結集）

１　市民対話の
促進と情報発信
力の強化

１)広聴の充実 ｼｽﾃﾑ10 B

２)広報の充実 ｼｽﾃﾑ13 B

・市の施策等を多くの市民に知ってもらい理解しても
らうための広報活動は重要であり、広報媒体の変化
や有効性などについて常に検討し、市民のニーズに
あった情報発信をしていく必要があるので、継続して
取り組んでいきます。
・広報誌の配布方法（毎戸配布等）は、関係機関か
ら意見聴取等を行うなどの調査を行い検討します。
・出前講座の広聴部門としての側面を強化するた
め、実施方法等について検討します。

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，若年層などが広報誌を見て
いないなどの課題もあることから，次期総合計画に向けて，
広報誌の紙媒体での個配についての検討にあわせて，ア
プリの活用なども検討してほしい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、広報誌の毎戸配布の検討に併
せてアプリの活用に係る周知について検討を進めること。

・市民の声を聴く場として必要があるので、継続して
取り組んでいきます。
・市長車座ミーティング、学生と市長の放課後ミー
ティングは廃止し、利用状況がよい広報事業の「出
前講座」に各ミーティングの広聴部分の要素が入っ
た講座等を新設するなどして対応します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

3)シティプロモー
ションの推進

ｼｽﾃﾑ16 B

・観光客の増加や、移住定住の促進を図るために
も、情報発信は欠かせない事業となります。
・とくに、2021年には、弘前城の曳き戻しがあり、大
きな話題となるイベントを控えております。
・この機会をチャンスと捉え、全庁連携した積極的な
情報発信と、弘前の魅力を効率的に発信し、当市の
認知度を向上させます。

妥当である
達成度の評価はBで妥当だが，次期総合計画に向けて単
発のイベントで終わることなく、息の長い取り組みによるブラ
ンディングに取り組んでいって欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、単発のイベントとならないよう、
より有効な取組となるようにするとともに、成果指標の変更
を含め、次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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二次評価（案）
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経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【戦略推進システム】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

オール弘前体制
の構築（市民の
力と知恵の結集）

２　協働による地
域づくりの促進

１）市民主体の地
域づくりの推進

ｼｽﾃﾑ18 B

・社会情勢や市民ニーズの変化により、これまでの
行政主導のまちづくりでは対応が難しくなってきてい
る状況において、市民活動を活性化し、協働による
まちづくりを進めていくことが必要であります。そのた
め、市民が主体的に活動したり、活動に参加する機
会を増やすことや、安心して活動できる環境を整え
るための施策を継続して実施していきます。施策の
実施にあたっては、広く情報発信を行い、周知活動
に努めるとともに、各事業におけるアンケート等を参
考にして制度の評価・見直しを行い、改善しながら取
り組んでいきます。
・新たな市民活動を支援していくとともに、その活動
が一過性に終わらず、継続・発展していくことが重要
であることから、団体同士の交流の場や、団体と行
政との意見交換の機会を設けるなど、事業を継続し
ていくための仕組みづくりに取り組んでいきます。
・市民主体の協働によるまちづくりを推進するため、
まちづくりの基本的な考え方を定めた協働によるま
ちづくり基本条例の理念の浸透を図る事業と一体と
なり、本施策に取り組んでいきます。

３）地域コミュニ
ティの強化

ｼｽﾃﾑ23 B

・地域課題に対応していくために、引き続き弘前市町
会連合会と連携し、町会の住民同士の結びつきや
担い手対策などの取組を推進し、地域コミュニティの
中心である町会組織の維持や活動の継承を図るた
めの支援に重点を置いた取組を行っていきます。

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，町会の加入率が高まらない
という課題があるので，次期総合計画に向けては町会の活
動が，未加入者にも見えるような取り組みを進めて欲しい。
現状では，町会の活動は加入者にしか見えておらず，町会
未加入者には見えていない。そのため，活動の見える化を
進める必要があると思われる。とくに若年層にはアプリの活
用も考慮すべきだと考えられる。さらに，町会はそこに住ん
でいる人を対象としているが，町会の定義を広げ，そのエリ
アにある高校や大学、企業との連携も視野にした新しい町
会のあり方を今後検討していって欲しい。
その他，防災の観点からも町会の在り方を検討する必要が
あると思われるので，町会単位での取り組みから転換し，さ
まざまな取り組みと連携することを検討して欲しい。

森委員

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

２）市民協働、官
民連携の推進

ｼｽﾃﾑ21 B

・地方分権や少子高齢化、市民ニーズの多様化を
背景として、地域が抱える様々な課題に対しては、こ
れまでの行政運営では的確な対応が困難となりつ
つある中で、上記の施策により、地域住民や企業な
どと市が連携していく中で協働によるまちづくりを
行っていき、持続的でかつ活力ある弘前市の実現に
繋がるような施策展開を行っていきます。
・本施策に紐づいているエリア担当制度について
は、施策名「地域コミュニティの強化」と一体となり、
地域コミュニティの維持・活性化に向けた施策展開
を行っていきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるようにす
るとともに、協働によるまちづくり基本条例の理念の掲載を
次期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、多様化する地域の中で、各町
会のニーズに対応した課題解決に向けて、より有効な取組
となるよう、次期総合計画策定において、検討を進めるこ
と。

３　大学・研究機
関等との連携の
推進

１）大学・研究機
関等との連携の
強化

ｼｽﾃﾑ26 B

人口減少対策、地方創生という大きな課題に立ち向
かう中において、引き続き大学との連携を強化し、施
策「学生による地域活動の推進」および施策「大学・
研究機関等との連携による産業振興」により学都ひ
ろさきの強みである知的資源・人的資源を活かして
いくとともに、施策「学生・移住者の地元企業への就
職支援」により、地元就職の向上や雇用創出、育成
された人材の実社会への貢献等に着実に繋がるよ
うな、より踏み込んだ施策展開を行っていきます。

妥当である
達成度の評価はBで妥当だが，次期総合計画に向けては，
大学との連携にとどまらず，市として課題に主体的に取り組
んでいく姿勢をもっと強く打ち出していって欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、大
学との連携のみならず、今後はさらに地域の課題解決に向
けて連携を強化していくこと。
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二次評価（案）
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経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【戦略推進システム】

政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

オール弘前体制
の構築（市民の

力と知恵の結集）

３　大学・研究機
関等との連携の
推進

２）学生力の強化 ｼｽﾃﾑ28 A

・引き続き大学コンソーシアム学都ひろさきと連携し
地域課題を行う学生を増やし、地域活性化を図って
いきます。
・また、多様化する地域課題に対応するため、新た
な地域活動を行う学生団体の発掘を行っていきま
す。
・今後、地域まち育て活動を展開させていくために
は、地域活動を継続的に運営していくための人材発
掘と育成が重要となりますので、関係課と連携しな
がら事業を継続していきます。

妥当である
達成度の評価はBで妥当だが，次期総合計画に向けては，
大学との連携にとどまらず，市として課題に主体的に取り組
んでいく姿勢をもっと強く打ち出していって欲しい。

森委員
一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、大
学との連携のみならず、今後はさらに地域の課題解決に向
けて連携を強化していくこと。

一次評価のとおりとするが、国の地域共生社会の実現を目
指した取組に併せて、外国人、障がい者、移住者などを含
めた総合的な取組となるよう、次期総合計画策定に向け
て、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

森委員

５　多様性を受け
入れる気風の醸
成

１）多文化共生・
国際交流の推進

ｼｽﾃﾑ34 B

・国際交流を通して、多様性を受け入れ、異なる文
化を理解し尊重する気風を醸成します。
・りんごなどの果実をテーマに連携・協力する台湾台
南市や桜をテーマに連携・協力する中国武漢市との
国際交流では、物産販売の増加などの成果が表れ
ており、今後も継続して取り組んでいきます。
・特に友好交流に関する覚書を締結した台南市と
は、これまでの交流をより一層深めるとともに、文
化・スポーツなど新たな分野での交流を推進してい
きます。

４　男女共同参
画の推進

１）男女共同参画
に関する意識の
普及・定着

ｼｽﾃﾑ31 B

男女共同参画に係る理解については、「性別による
固定定期役割分担の考え方に同感しない市民の割
合」が、目標値である５５％を年度によって前後して
おり、まだまだ普及啓発を進めて行く必要がありま
す。長い時間をかけて形成された意識であり、短時
間でこの意識を変えることは難しいため、根気強く意
識啓発を図るための施策を継続して実施していきま
す。また、すべての人が自分らしく生き、男女ともに
働きやすい環境整備等に繋がるような施策展開を
行っていきます。

２）友好都市交流
のさらなる充実

ｼｽﾃﾑ36 B

・定例的な事業や記念事業の実施により、友好都市
間の交流のほか、民間レベルでの交流の促進を図
るとともに、盟約締結に至った経緯や背景を市民に
継承していきます。
・平成30年度は斜里町との盟約締結35周年を記念
し、市民号派遣事業を実施することで、友好都市相
互の交流を深めます。
弘前市経営計画2018～2021（素案）には掲載してい
ませんが、事業は継続して実施してまいります。

妥当である

達成度の評価はBで妥当だが，「派遣された高校生，学生
への追跡調査が難しい」という課題についてはなぜなのか
が知りたい。次期総合計画に向けては，国際交流に留まら
ず，ソーシャルインクルージョンの視点から，障害者，外国
人なども含めた取り組みを行って欲しい。また県外出身者，
移住者なども含めた総合的な戦略も検討していって欲しい。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１　市役所の仕
事力の強化

３）第三セクター
の経営改善等

ｼｽﾃﾑ43 D

第三セクターのあり方が定まっていないため、次期
総合計画に含めないこととします。ただし、第三セク
ターのあり方について方向性が固まり次第、改革プ
ランの改訂に着手するため、その段階で総合計画に
含めるか検討していきたいと考えています。

２）業務の効率
化・適正化

ｼｽﾃﾑ40 B

・次の事業については、計画事業から外し、通常業
務の中で継続的に行うことが望ましいと考えていま
す。
　　②指定管理者制度の効果的な運用（行革）
　　⑤公用車管理のあり方（行革）
　　⑥ＧＩＳ（地理情報システム）整備・活用促進事業
　　⑦モバイル端末利活用事業
・次の事業については、廃止及び終了が妥当と考え
ていますが、「電子入札システム」や「電子決裁・電
子文書管理システム」といったものの導入について
は、別事業に集約したうえで検討を進めることも考え
られます。
　　③入札制度改革の推進
　　④総合庶務システム導入検討事業（行革）

1市役所の仕事
力の強化

１）組織体制の適
正化等

ｼｽﾃﾑ38 B

政府の「働き方改革」の動向を注視し制度改正など
に適切に対応していくほか、定員管理については類
似団体と比較しながら適正管理していきます。また、
事業を推進する体制を確保するため、組織の随時
見直しを継続していきます。その際には、市民目線
や事務効率の向上の観点等から、分かりやすい組
織とします。次期計画では、行政組織の見直しと定
員管理を「組織体制の適正化」に統合し、行政運営
を進めてまいります。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

４）職員力の向上 ｼｽﾃﾑ45 B

　今後も市民の満足度向上に向け、市役所の仕事
力の強化については、中長期的な視点を持って、不
断・継続的に取り組む必要があります。
　効率的な行政運営を行うための最適な組織体制
の構築、各種研修の実施による職員の能力・意識
の向上、長時間労働抑制や育児環境整備など安心
して働くことのできる環境づくり等の働き方改革に向
けた施策の実施により、職員の仕事力が向上し、安
定した質の高い行政サービスが提供できます。
　次期計画では、職員の仕事力の向上に向けて、こ
れまでの計画事業を見直し、「職員研修事業」「多様
な働き方への環境整備」「人材採用の強化」へ事業
を再編し取り組んでいきます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

強い行政の構築
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政策  政策の方向性  施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

強い行政の構築

２　合併効果の
最大化及び他自
治体との連携の
推進

１)広域行政の推
進

ｼｽﾃﾑ49 B

２)岩木地区・相
馬地区の活性化
の推進

ｼｽﾃﾑ51 B

旧弘前市、旧岩木町、旧相馬村が平成１８年２月に
新設合併してから１２年が経過し、新市全体が弘前
市として定着してきていることから、政策の方向性や
施策として「岩木地区・相馬地区」という冠を付けた
設定は行わないこととします。
ただし、計画事業のうち継続する事業は分野別政策
「観光振興」等に位置付けるなどして対応します。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

総務省自治体戦略2040構想研究会の報告では、圏
域単位での行政をスタンダードとし、圏域単位で行
政を進めることについて法律上の枠組みを設ける等
の議論がされていることから、今後も定住自立圏で
の連携施策を継続し、圏域単位での地域活性化を
図ります。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

３　健全な財政運
営の推進

２)公共施設の適
正管理

ｼｽﾃﾑ57 C

次期総合計画の各施策において、公共施設の役割
や今後の方向性についてさらに議論を深め、個別施
設計画の策定を通して住民等との合意形成を図り、
財政負担の軽減・平準化を目指す、施設総量の適
正化・適正配置、施設の長寿命化、維持管理費の
縮減に取り組みます。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

１)安定した財政
運営

ｼｽﾃﾑ54 A

安定した財政運営を継続していくため、歳出面にお
いては、有利な財源の確保等に努めていくことが重
要です。また、収納率や未収金対策、ふるさと納税
の推進などの自主財源確保に向けた取り組みにつ
いては、より一層充実していく必要があるので、継続
して取り組んでいきます。
中期財政計画の策定・公表、地方公会計の整備・活
用等により財政マネジメントの強化を図るとととも
に、市民への説明責任をしっかりと果たしていきま
す。

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。
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達成度 次期総合計画での取組の方向性 4年間の総括の妥当性 審議会委員の意見 委員名
二次評価（案）

（ひろさき未来戦略研究センター事務局案）

審議会委員の意見に対する回答
【口頭で回答】

経営計画マネジメントシステム二次評価案一覧【弘前市まち・ひと・しごと創生総合戦略（移住対策・抜粋） 】

 施策（事業群）
評価シート
ページ番号

一次評価 二次評価

一次評価のとおりとするが、より有効な取組となるよう、次
期総合計画策定に向けて、検討を進めること。

弘前市まち・ひと・しごと創生総合戦略【移住対策」（抜
粋） 移住3 B

・国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、
本市の人口は2040年には約13万人にまで減少する
ことが試算されており、なかでも生産年齢人口は急
速に減少していくと予測されています。
・このため、当該施策では、移住検討者が移住を検
討する際の主な課題として挙げられている仕事に関
する支援をより強化していくほか、関係団体や庁内
関係課と連携を図りながら、移住検討者が必要とす
る情報を提供していくことが重要であると考えます。
・また、都市部から多様な人材を受け入れ、新たな
ビジネスモデルの創出や地域課題の解決を図ると
ともに、地域活力の維持・強化に繋げていく必要が
あります。
・そのためにも、次期計画においても持続性のある
効果的な移住促進施策を展開し、社会移動による
転出超過を減少させ、人口減少の抑制に向けた取
組を進めていきます。
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第 3回弘前市総合計画審議会分科会 

ヒアリング・審議の進め方【補足資料】 

 

 

１．「担当課ヒアリング」の進め方について 

  ①ヒアリング希望調書を提出した委員から調書の内容に沿って施策主管課へ質問 

  ②施策主管課より質問への回答 

  ③以降、質疑応答 

  ④当該調書を提出した委員以外からの質疑応答 

 

２．「各施策における成果と課題及び次期計画方向性」の審議の進め方について 

 （１）特に説明を要すると判断した施策（資料１の２．４）②の施策）について 

  ①事務局より該当する施策の二次評価案等を説明 

該当する施策は資料２の施策名の欄が色付きの施策 

②①の施策に意見調書を提出した委員より、事務局の説明に対する意見や質疑 

  ③①の施策に意見調書を提出していない委員より意見や質疑 

  ※1施策ごと説明、質疑応答を繰り返す 

   

（２）（１）以外の施策 

 ①（１）の該当施策の審議がすべて終了後、（１）で審議した施策以外すべての施

策を対象に二次評価に対する意見や質疑 

 ②ひとづくり・くらしづくり分科会は概ね２０：００、まちづくり・なりわいづく

り分科会は概ね１５：００まで審議 

 

３．評価に係る今後の予定 

（１）第 4回審議会【10月 12日（金）13：00～ 防災会議室】※全体会 

  ①各分科会の審議内容の報告 

  ②戦略推進システムの「各施策における成果と課題及び次期計画方向性」 

（２）第 5回審議会【10月２６日（金）10：00～ 防災会議室】※全体会 

  ①評価のまとめ：第 3回・第 4回の審議を踏まえた達成度（ABCD）や二次評価

案の最終整理の報告 

  ②次期弘前市総合計画の内容について（施策以外） 

  

 ※前経営計画の評価は基本的に第 5 回まで、第 6 回審議会以降は次期弘前市総合計

画の内容を審議 

当日資料① 



№ 会議
評価シート
ページ

分野 施策名 ヒアリング対象課 主な質問事項
ヒアリング希望
審議委員名

まち29から まちづくり
魅力あふれる弘前づく
りの推進

都市政策課

まち37から まちづくり 文化財の保存と整備 文化財課

なりわい36
から

なりわいづく
り

観光資源の魅力の強化 観光政策課

2
ひとづくり
くらしづくり
分科会

ひと65 ひとづくり
小・中学校統廃合準備
事業

教育政策課
学校づくり推進課

小中一貫教育、コミュニティスクール等、中学校区の教育自立圏についての進捗状
況について。この施策との関連もあるので。
卍学、健康教育、授業づくりの共有、集団づくりの共有、地域住民等の関わりについ
て、統廃合について、うまく進んでいない話を耳にした。

青山委員

この３つの施策は、弘前にある資源を利用し効果が表れる施策と考えられるが、事
業の評価シートで表すとどうしても別々の施策に思われる。事業を進めるためには、
一体となる連携が必要と思われるが今後考えられる具体的な施策の連携について
意見を伺いたい。

三上委員

平成30年度弘前市総合計画審議会　ヒアリング対象施策一覧

まちづくり
なりわいづくり
分科会

1
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